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１ 概要 

（１）趣旨 

  本市においては、郡山市第五次総合計画を策定し、様々な問題に対応するため、各種施策を展開

するとともに、各執行機関で実施した事務事業について毎年度行政評価を行い、公表しております。 

  さらに、『地方教育行政の組織及び運営に関する法律』により、「教育委員会は、毎年、その権限

に属する事務の管理及び執行の状況について点検及び評価を行い、その結果に関する報告書を作成

し、これを議会に提出するとともに、公表しなければならない」とされていることから、本市教育

委員会では、平成 28年度に実施した事務事業の点検及び評価を実施いたしました。 

事務の点検評価実施にあたっては、郡山市第五次総合計画、第２期郡山市教育振興基本計画で掲

げた目標を達成するための事務事業について、自ら点検、評価を行うとともに、教育に関し学識経

験を有する方々の知見を活用することで、今まで以上に効果的な教育行政の推進を図り、責任体制

の明確化、教育活動の透明性の向上を図ることとしました。 

  

 （２）点検、評価の方法 

ア 施策の執行状況について教育委員会でまとめるとともに、各事務事業の点検・評価を行いま

した。 

イ 上記について、教育に関し学識経験を有する方々から施策ごとに意見を頂きました。 

 

郡山市教育委員会事務点検評価委員会委員名簿（敬称略） 

職 名 氏 名 役職等 

委 員 長 千葉 彰子 元郡山市社会教育委員 

委   員 滝田 文夫 郡山ザベリオ学園 小学校・中学校 校長 

委   員 一柳 智子 郡山女子大学短期大学部 教授 

委   員 中野 浩一 日本大学工学部 准教授 

 

ウ 上記ア、イをまとめた報告書を作成し、これを議会に提出するとともに、公表します。 

 

 （３）点検、評価の対象 

   本市における教育の振興のための施策に関する基本的な計画である「第２期郡山

市教育振興基本計画」の体系に基づき、４つの「基本目標」（学校教育、生涯学習、

文化、スポーツ）ごとに設定された「基本施策」ごとに執行状況、個別の事務事業

を記載し、点検・評価を行います。 
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２ 教育委員会の活動状況 

（１）教育委員会名簿 

 

職 名 氏 名 

委 員 長  阿 部 亜 巳 

委員長職務代理者 阿 部 晃 造 

委      員 今 泉 玲 子 

委      員 太 田   宏 

委      員 藤 田 浩 志 

教 育 長  小 野 義 明 

（平成 28年度末在籍）        

 

（２）総合教育会議 

  「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」の改正により、平成 27 年度より、地方公共団体の

長と教育委員会が十分な意思疎通を図り、地域の教育の課題やあるべき姿を共有して、より一層民意

を反映した教育行政の推進を図るために総合教育会議が設けられました。 

  平成 28年度は、２回開催し、「部活動のあり方について」などが話し合われました。 

開催月日 出席者 協議事項 

６月 15日 

品川市長、阿部委員長、 

阿部委員長職務代理者、 

今泉委員、太田委員、 

藤田委員、小野教育長 

・セーフティプロモーションスクール手法によるカイゼン活動 

・2015年度郡山市立中学校３年生英検ＩＢＡ受験結果 

・持続可能な開発のための教育（ＥＳＤ） 

11月 18日 〃 
・学び育む子どもたちの未来について（こども政策全般） 

・部活動のあり方について 

 

（３）定例会及び臨時会 

  教育委員会会議については、原則として、毎月第３火曜日に「教育委員会定例会」を開催するとと

もに、必要があるときには、臨時会を開催しています。 

  平成 28年度は、合計で 13回開催しました。 

  教育委員会会議においては、議案、報告案が審議されるほか、教育委員会で開催する事業の案内な

どが報告されています。 

  ①教育委員会定例会 ………   12回 

  ②教育委員会臨時会 ………      １回 

  ③議案及び承認報告事項 

  地方教育行政の組織及び運営に関する法律や郡山市教育委員会教育長事務委任規則の規定に

基づき、平成 28年度は、議案 24件、承認報告事項６件について審議しました。 
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・平成 28年度教育委員会議案 

番号 提出月日 件    名 
可否決

の別 

可否決の 

月日 

１ ４月 19日 臨時代理による処理の承認を求めることについて 可決 ４月 19日 

２ ５月 24日 郡山市教育委員会各審議会等委員の委嘱について 可決 ５月 24日 

３ ５月 24日 平成 28年度６月補正予算について 可決 ５月 24日 

４ ５月 24日 郡山市立公民館条例の一部改正について 可決 ５月 24日 

５ ６月 15日 郡山市学校教育審議会委員の委嘱について 可決 ６月 15日 

６ ８月 26日 平成 28年度９月補正予算について 可決 ８月 26日 

７ ８月 26日 郡山市立小学校及び中学校条例の一部改正について 可決 ８月 26日 

８ ８月 26日 郡山市指定史跡の指定の諮問について 可決 ８月 26日 

９ ８月 26日 
平成 29年度使用小・中学校特別支援学級教科用図書の採

択について 
可決 ８月 26日 

10 ９月 15日 郡山市教育委員会委員長職務代理者の指定について 可決 ９月 15日 

11 ９月 15日 平成 28年度郡山市文化功労賞受賞者の協議について 可決 ９月 15日 

12 ９月 15日 平成 28年度郡山市教育委員会表彰受賞者の決定について 可決 ９月 15日 

13 10月 18日 
学校統廃合に伴う郡山市スクールバス運行基本方針につ

いて 
可決 10月 18日 

14 11月 18日 平成 28年度 12月補正予算について 可決 11月 18日 

15 11月 18日 郡山市指定史跡の指定について 可決 11月 18日 

16 11月 18日 郡山市立公民館条例の一部改正について 可決 11月 18日 

17 ２月 17日 平成 28年度３月補正予算について 可決 ２月 17日 
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18 ２月 17日 平成 29年度当初予算について 可決 ２月 17日 

19 ２月 17日 
文化財の保護に関する事務を市長の補助機関である職員

に補助執行させることについて 
可決 ２月 17日 

20 ３月９日 
郡山市教育委員会の権限に属する平成 27年度事務の管理

及び執行の状況の点検及び評価について 
可決 ３月９日 

21 ３月９日 
郡山市立公民館条例の一部を改正する条例の施行期日を

定める規則の制定について 
可決 ３月９日 

22 ３月９日 
郡山市立小学校及び中学校の校長の人事異動の内申につ

いて 
可決 ３月９日 

23 ３月 24日 臨時代理による処理の承認を求めることについて 可決 ３月 24日 

24 ３月 24日 
郡山市教育委員会事務局等組織規則の一部を改正する規

則について 
可決 ３月 24日 

 

・平成 28年度教育委員会承認報告事項 

番号 提出月日 件    名 

１ ４月 19日 専決処分事項の報告について 

２ ４月 19日 専決処分事項の報告について 

３ ４月 19日 専決処分事項の報告について 

４ ５月 24日 専決処分事項の報告について 

５ ８月 26日 専決処分事項の報告について 

６ ３月 24日 専決処分事項の報告について 

 

（４）会議以外の活動状況 

  教育委員会委員は、教育委員会会議や総合教育会議への出席のほか、市議会への出席、各種研修、

各種行事等へ次のとおり出席しました。 

 

  ①市議会への出席 25回（定例会 25回） 

 

  ②各種会議への出席 ２回 

番号 会 議 名 開催地等 

１ 
域内各市町村教育委員会委員長・教育長合同会議及び県中地区

市町村教育委員会委員長代表者会議 
郡山合同庁舎 

２ 第３回郡山市立小・中学校長会議 郡山市役所 
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③各種研修等への出席 ８回 

番号 研 修 名 等 開催地等 

１ 福島県市町村教育委員会連絡協議会県中ブロック研修会 湖南小中学校 

２ 教育委員・教育長研修会 福島市 

３ 郡山市薫地区地域教育懇談会 薫地域公民館 

４ 郡山市金透小学校研究公開 金透小学校 

５ 市町村教育委員会研究協議会 金沢市 

６ 大島地区地域教育懇談会 大島地域公民館 

７ 教育行政視察研修 横浜市、小金井市 

８ 市町村教育委員研究協議会 文部科学省 

 

  ④各種行事等への出席 ５回 

番号 開催日 行 事 名 

１ ４月 22日 郡山市図書館名誉館長就任記念講演会 

２ ４月 29日 第 23回郡山シティーマラソン大会 

３ 10月 23日 「ファミリーフェスタ 2016」オープニングセレモニー 

４ 11月４日 郡山市功労者・文化功労賞・教育委員会表彰式 

５ 11月 22日 郡山市永年勤続職員表彰式 
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３ 基本目標に係る基本施策の執行状況 

  本市教育委員会では、新たな課題を整理し、これまでの歩みを着実なものとするため、社会情勢の

変化や未曾有の大災害からの復旧・復興に対応した新たな教育施策の指針を定めた、「第２期郡山市教

育振興基本計画」を平成 27年４月よりスタートさせました。 

  本計画は、平成 27年度から平成 31年度までの５年間の計画で、郡山市第五次総合計画との整合を

保ちながら、学校教育、生涯学習、文化、スポーツの４つの分野ごとに基本目標及びその基本施策を

設定しています。 

  本項では、４つの分野の基本目標に係る基本施策についての執行状況についてまとめました。 

 

   第２期郡山市教育進行基本計画体系図 
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『
と
も
に
学
び
、
と
も
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育
み
、
未
来
を
拓
く
教
育
の
創
造
』 

Ⅰ 学校教育  

基本目標：個性を伸ばし生きる力を育む学校教育の推進 

基本施策１ 学校教育の推進 

基本施策２ 教育環境の充実 

（基本施策３ 教育機関の充実） 

Ⅱ 生涯学習  

基本目標：一人ひとりの学ぶ心を大切にする生涯学習の推進 

基本施策１ 家庭教育の推進 

基本施策２ 青少年の健全育成 

基本施策３ 生涯学習の推進 

Ⅲ 文  化 

基本目標：豊かなときを感じる歴史と文化、そして音楽の継承と創造  

基本施策１ 文化財の保存と活用 

基本施策２ 文化芸術活動の推進 

Ⅳ スポーツ  

基本目標：新たな自分にチャレンジできるスポーツ・レクリエーションの振興  

基本施策１ 生涯スポーツ・レクリエーションの振興 
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Ⅰ 学校教育 

 

基本目標 個性を伸ばし生きる力を育む学校教育の推進 

 児童生徒の個性を生かし、能力や可能性を最大限に伸ばす学校教育を推進します。確かな学力、

豊かな心、健やかな体をバランスよく育てるとともに、特別支援教育の充実や震災で被災した子ど

もたちの支援など、どの子も思う存分に学べる環境づくりを進めます。 

（１）執行状況 

「基本施策１ 学校教育の推進」 

児童生徒が、将来にわたって主体的にたくましく生きるために、確かな学力、豊かな心、健やか

な体の「生きる力」をバランスよく育みます。また、発達段階に応じた学びの充実を図り、児童生

徒一人ひとりの個性や能力、可能性を最大限に伸ばす学校教育を推進します。 

 

＜施策 1 「確かな学力」の育成＞ 

① 学習指導要領の着実な実施  

・各小中学校において、学習指導要領に示された内容を実施するために、各教科・領域で

児童生徒の実態に応じた年間指導計画を作成して教育活動に取り組んだ。各学校から提出

のあった教育課程実施報告書によると各教科・領域の指導時数の実施率は 100％であり、学

習指導要領による教育活動が計画どおりに行われた。 

 

② 言語活動の充実  

・児童生徒の言語活動の充実を図るために、郡山市内の小学校 57校と中学校 28校の計 85

校が計画を立て、新聞を活用した教育活動を実践した。各学校の報告書の記述内容からは、

児童生徒の読解力や思考力、判断力、表現力等の向上といった成果が見られた。 

（関連事業：Ｐ44「新聞活用事業」） 

 

③ 英語教育の充実  

  ・聞くこと、話すことを中心とした英語によるコミュニケーション能力の育成を図るため

に、教育課程特例校制度により小学校１年生から「英語表現科」を実施するとともに、語

学指導外国人 26人を全小中学校に派遣した。２月に中学校３年生を対象に実施した英検Ｉ

ＢＡでは３級レベル以上が 53％で、国が目標とする中学卒業段階で英検３級レベル 50％以

上を上回る結果となった。 

（関連事業：Ｐ41「小中学校英語教育推進事業」） 
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④ 小中学校一貫・連携教育の充実  

・西田地区では、地元の要望や少子化の現状をふまえ、小学校５校を統合し、西田中学校

との施設一体型小中一貫校である西田学園義務教育学校を平成 30年４月に開校する。平成

28年度においては、校歌・校章・運動着等の周辺整備委員会を設け、児童生徒のアイディ

アを取り入れた校章デザインが完成した。また、校歌・運動着も計画に沿って検討作成が

進められた。併せて、教育課程検討委員会において教育計画・教科指導計画の作成が進め

られた。保護者や地元住民を対象とした説明会を７回実施した。 

 

⑤ ＩＣＴ活用による新たな学びの推進  

・小学校大規模校に 105台、特別支援学級の児童生徒に１人１台、計 511台のタブレット

端末を追加整備し、授業等において活用する環境整備を行った。 

（関連事業：Ｐ54「未来を拓く教育の情報化推進事業」） 

 

⑥ 学力テスト等を活用した指導改善  

・中学校区を単位とした小中学校において、９年間のつながりを意識した学力向上を図る

ことを目的として、５月と 11月に「学力向上支援事業全体会議」を開催した。特に前年度

課題に挙げられた算数・数学科の学力向上については、「算数数学活用力育成会議」を計５

回開催し、「学びの型」を活用した授業改善策等を提案して、各学校に周知した。 

 

  ・４月に行った全国学力・学習状況調査においては、小学校の算数Ａが前年度の全国比-1.6

から 0.0に、算数Ｂが-4.2から-0.4に上昇したが、中学校の数学Ａは-0.7から-3.0に、

数学Ｂは-1.4から-3.1と下降した。そこで 11月の会議では、特に課題の大きい算数数学

に特化して、中学校区を単位とした小中学校で共通の課題を洗い出し、学力向上策を小中

連携して共通実践するために具体的な検討を行い、次年度の教育課程に小中が連携して位

置付けた。 

（関連事業：Ｐ42「学力向上支援事業」） 
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⑦ 学校における指導改善の取り組みへの支援 

・次代を担う子どもたちに、郷土の誇りと郷土を愛する心を育てることを目的とし、約 5,900

人の小学校４年生と中学校１年生が、貸切バスを利用して市内の文化・歴史的施設等の見

学・体験学習を行う事業を実施した。また、郷土を学ぶ体験活動の教材として本市自作資

料「ふるさと郡山」「ふるさと郡山の歴史」を編修、使用しているが、これらは体験活動

だけでなく、社会科の授業等にも活用される有効な資料となった。平成 28年度は、中学校

版「ふるさと郡山の歴史」の改訂作業を実施した。 

（関連事業：Ｐ42「教育内容・方法の充実事業（郷土を学ぶ体験学習事業）」） 

 

・各学校や教員のニーズに応じて、授業改善や校内研修の支援を延べ 253人に継続的に実

施し、教職員の授業・学級経営等の基礎的な指導力向上を図るとともに、各小中学校の共

同研究の充実を図った。 

（関連事業：Ｐ45「教師塾・授業づくりサポート事業」） 

 

⑧ 読書活動の充実  

・平成 28年度は 75校のＰＴＡで学校司書を配置しており、学校司書雇用に係る経費のＰ

ＴＡの負担軽減のため、補助金を交付した。また、学校司書の資質向上を目的とした研修

会を開催し、62人の学校司書が参加した。学校図書館の貸出冊数も前年度比で約 93,000

冊増えている。 
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＜施策２ 豊かな心の育成＞ 

① 道徳教育の充実  

・学校・家庭・地域の連携による道徳教育の推進を目指すとともに、東日本大震災を題材

にした命の大切さを学ぶ教材「未来を拓く心のブック」を活用した取り組みを引き続き行

った。平成 28年度は、授業で活用しやすいようにデータをＤＶＤに保存して、各小中学校

に配布した。また、11月に「教育課程研究協議会」を行い、道徳の教科化に向けて各学校

で行うことを示すとともに、２月に「道徳教育パワーアップ研究協議会」を開催し、「特別

の教科 道徳」の完全実施に向けた、具体的な準備や授業の改善等についての協議を開催

した。 

 

② 伝統・文化等に関する教育の推進  

・平成 17年の姉妹都市締結をきっかけに、平成 21年度より本市と鳥取市の小学校６年生

による交流活動を行っている。平成 28年度は、鳥取市小学校６年生 22名が、本市を訪問

し、本市小学校６年生 18人と郡山市内の施設、史跡等の見学や体験学習を通して、姉妹都

市としての身近なつながりについて実感するとともに、親交を深めることができた。 

（関連事業：Ｐ43「鳥取・郡山 小中学生夏季研修交流事業」） 

 

  ・次代を担う子どもたちに、郷土の誇りと郷土を愛する心を育てることを目的とし、約 5,900

人の小学校４年生と中学校１年生が、貸切バスを利用して市内の文化・歴史的施設等の見

学・体験学習を行う事業を実施した。また、郷土を学ぶ体験活動の教材として本市自作資

料「ふるさと郡山」「ふるさと郡山の歴史」を編修、使用しているが、これらは、体験活

動だけでなく、社会科の授業等にも活用される有効な資料となった。平成 28年度は、中学

校版「ふるさと郡山の歴史」の改訂作業を実施した。 ※Ｐ９施策１-⑦再掲 

（関連事業：Ｐ42「教育内容・方法の充実事業（郷土を学ぶ体験学習事業）」） 

 

  ③ 音楽を通じた豊かな感性や情操の養成  

・児童生徒の音楽性や表現力の向上を図り、豊かな感性を育成するために、市内小中学校

の児童生徒、指導者を対象とした「心のハーモニー学校音楽振興事業」を実施している。

平成 28年度は、延べ 184校、2,500人の児童生徒や教職員が、全国で活躍している指揮者・

声楽家・演奏家 14人から直接指導を受け、児童生徒は技術や音楽性、指導者は指導力の向

上に繋がった。 

（関連事業：Ｐ41「心のハーモニー学校音楽振興事業」） 

 

・全国各地で開催される全国大会への出場にあたり、保護者の経済的負担の軽減のために、

全国大会出場時の宿泊費と交通費等実費分の補助を行っており、平成 28年度は 15団体へ

補助金を交付した。 
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④ 社会奉仕観念の醸成  

・児童生徒が社会の一員として自覚と責任をもって主体的に活動できるようになるととも

に、豊かな心や感動する心を育成するために、各学校において、児童生徒の実態と発達段

階に応じた社会奉仕活動を展開した。今年度は、学校内外の美化活動や福祉施設訪問、高

齢者との交流会等、地域に根ざした活動が行われ、小学校では、57校全ての学校で実施さ

れるとともに、中学校では、27校において職場体験が実施され、参加児童生徒数は 3,327

人、協力事業所数は 729箇所となった。 

 

⑤ 環境教育の推進  

・環境についての理解を深め、その保全に向けた行動ができるようになるため、小中学生

を対象とした森林環境学習を実施した。森林環境学習では、児童生徒が森林環境への興味・

関心を高める学習を、全小中学校の実態に応じて教育課程に適宜位置づけ実施した。 

 

⑥ キャリア教育の充実  

・児童生徒が社会の一員として自覚と責任をもって主体的に活動できるようになるととも

に、豊かな心や感動する心を育成するために、各学校において、児童生徒の実態と発達段

階に応じた社会奉仕活動を展開した。今年度は、学校内外の美化活動や福祉施設訪問、高

齢者との交流会等、地域に根ざした活動が行われ、小学校では、57校全ての学校で実施さ

れるとともに、中学校では、27校において職場体験が実施され、参加生徒数は 3,327人、

協力事業所数は 729箇所となった。 ※Ｐ11施策２-④再掲 
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＜施策３ 健やかな体づくり＞ 

① 体力向上のための学校体育の充実  

・市内全小中学校の全児童生徒を対象に体力テストを実施し、結果を個人に配付するとと

もに改善目標に向けたアドバイスを行っている。また、学校体育指導資料作成委員会で作

成した指導資料や体力向上運動用具を全小中学校に配布した。体力テストの結果は、小学

校５年生では前年度より 0.1点低かったが、中学校２年生では前年度より 1.2点高かった。                   

（関連事業：Ｐ40「小中学生の体力向上推進事業」） 

 

 ② 食育の推進と学校給食の充実  

・栄養職員が派遣されていない 22の学校に栄養教諭など 12人を派遣し、児童生徒へ食に

関する指導や学校給食の栄養管理等について指導助言を行った。また、学校給食習慣・食

育の日などに食育にちなんだメニューや郷土食のメニューを取り入れるなど学校給食の充

実に努めるとともに、各学校の給食主任・食育コーディネーター研修会を 1回実施し、資

質の向上を図った。 

（関連事業：Ｐ55「あんしん給食・食育推進元気アップ事業」） 

 

③ 健康教育の充実  

・学校保健安全指導資料作成委員会を５回実施し、指導資料を作成した。また、郡山医師

会と連携し、市内全中学校で心肺蘇生法講習会を実施したり、中学校 24校で性教育講座を

実施したりするなど、児童生徒に必要な知識や能力、習慣などの育成を行った。 

（関連事業：Ｐ40「学校保健体育指導事業」） 

 

・子どもたちを放射線から守るプロジェクトの一環として、学校における放射線教育を推

進し、児童生徒に放射線の正しい知識を身につけさせるために、授業で活用できる指導資

料を作成するとともに、放射線セミナーを開催し、1,842人の参加を得た。 

（関連事業：Ｐ45「放射線教育サポート事業」） 
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＜施策４ 特別支援教育の充実＞ 

① 個に応じた指導の充実  

・学校不適応の児童生徒を支援するため、総合教育支援センターで医師や臨床心理士によ

るカウンセリング及び心理検査を計 196件実施した。専門的な見地からの助言を通して、

改善に向けた指導につないでいくことができた。                       

（関連事業：Ｐ46「適応指導事業」） 

 

② 支援体制の充実  

・障がいがあったり、不登校や問題行動等により個別に支援が必要になる児童生徒の在籍

する小中学校に、特別支援教育補助員と学校生活支援員を配置し、どの子も思う存分学べ

る環境の充実に努めた。平成 28 年度は特別支援教育補助員 75 人、学校生活支援員６人を

小学校 38 校、中学校 20 校に配置し、それぞれの学校の実態に応じた個別支援を行ってき

た。                   

（関連事業：Ｐ43「小中学校特別支援教育派遣事業」） 

 

・巡回型スクールカウンセラー並びに指導主事を 58回派遣し、障がいのある児童生徒に対

応する教員や特別支援教育補助員への助言等を行い、支援体制や授業の改善につなげた。 

（関連事業：Ｐ46「スクールカウンセラー配置事業」） 
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＜施策５ 教職員の資質向上＞ 

① 教職員研修の充実  

・教職員としての資質能力向上のため、小中学校教職員に各種研修を実施し、4,806人の参

加を得た。また、399人の教職員の自己研修支援を行うとともに、延べ 10回の校内研修へ

の講師招聘を行った。 

（関連事業：Ｐ44「教育研修に関する事業（教職員スキルアップ事業）」） 

 

② 学校マネジメント力の向上  

・学校経営の現状や授業研究会等の相談に応じるとともに、今後の学校への支援に役立て

るために、学校教育アドバイザーが全小中学校を訪問し、学校マネジメント力の向上を図

った。 

（関連事業：Ｐ45「教師塾・授業づくりサポート事業」） 

 

③ メンタルヘルス対策の推進  

・教職員安全衛生推進会議を開催し、学校教職員の安全衛生環境を確保するために必要な

事項を審議するとともに、健康障害を防止するため、長時間勤務等の該当者について面接

指導を実施した。また、ストレスチェックの実施に加え、臨床心理士によるカウンセリン

グを実施し、メンタルヘルス不調の未然防止に努めた。                        

 

④ わかる・できる授業づくりの推進  

・教科等における専門的知識を培うとともに、児童生徒の理解を深め、専門職としての実

践的指導力を高めるために、今年度は「算数科」に加えて「小学校国語科」についても「授

業づくり学習会」を実施するとともに、わかる・できる授業づくりを推進するための参考

図書の購入を行った。 

（関連事業：Ｐ44「教育研修に関する事業（教職員スキルアップ事業）」） 

 



- 15 - 

 
基本施策２ 教育環境の充実 

どの子も思う存分学ぶことができるよう、児童生徒の教育環境を高める手厚い人的配置や様々な

困難や課題を抱えている児童生徒への支援、保護者や地域との連携による開かれた特色ある学校づ

くり、学校施設・設備の整備や児童生徒の安全・安心の確保などにより、“学びのセーフティネット”

の充実を図る教育環境づくりを推進します。 

 

＜施策１ どの子も思う存分学べる環境づくり＞ 

① 指導体制の充実  

・学校規模等の関係から、特定の教科に精通した教員のいない小中学校に、その教科に精

通した教科専門員を派遣し、担当教員と協力して該当教科の指導の充実を図ってきた。平

成 28年度は、５人の教科専門員を小学校 10校、中学校９校に派遣し、小学校の理科・体

育、中学校の美術・技術・家庭の授業の充実に努めてきた。 

（関連事業：Ｐ52「スーパーティーチャー（教科専門員）派遣事業」） 

 

・複式学級が在る学校のうち、県から複式学級解消のための加配教員が配置されない学校

に、複式解消非常勤嘱託職員を配置し、学級担任の指導の下、学級担任と協力してきめの

細かい授業の実施に努めてきた。平成 28年度は、15人の非常勤嘱託職員を該当する複式学

級のある小学校 13校全てに配置し、学級担任が一方の学年の授業を担当している間、他方

の学年の授業補助を行うなど、児童の学習支援に努めてきた。 

（関連事業：Ｐ52「複式学級解消事業」） 

 

② 不登校の児童生徒等への支援  

・不登校や学校不適応の未然防止のため、市立全小中学校にスクールカウンセラーを配置

し、児童生徒等が相談できる体制を維持した。また、学校不適応の児童生徒を支援するた

め、総合教育支援センターに適応指導教室を開き支援した。通級児童生徒は計 59人。その

うち 24人が学校に復帰した。                    

（関連事業：Ｐ46「適応指導事業」） 

 

③ 少人数教育の充実  

・小学校１・２年生と中学校１年生については、平成 28年度は、小学校 33学級、中学校

18学級、計 51学級で 30人学級編制による少人数教育を実施した。また、小学校３～６年

生と中学校２・３年生については、平成 28年度は、小学校 56学級、中学校 31学級、計 87

学級で 30人程度学級編制による少人数教育を実施した。 
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④ 就学支援の充実  

・高等学校等への進学の意思と能力を有しながら、経済的理由により修学困難と認められ

る者に対して、進学高校の正規の修学期間に月額 10,000円を給与することにより、教育の

機会均等を図り、有為な人材の育成に寄与した。平成 28年度は、152人に奨学金を給与し

た。 

 

⑤ 被災した児童生徒への学習支援と心のケア  

・市内全小中学校 85校に一年間を通してスクールカウンセラーを配置し、被災した児童生

徒の心のケアや支援を行うとともに、問題行動等の未然防止・早期解決を図り、いじめや

不登校のない環境づくりに努めた。また、スクールソーシャルワーカーを派遣し、問題を

抱える児童生徒の環境改善に努めた。 

（関連事業：Ｐ46「スクールカウンセラー配置事業」） 

 

⑥ 教育相談体制の充実  

・児童生徒等の悩みや問題行動の解決のため、スクールカウンセラーを配置した。スクー

ルカウンセラーには 8,814件の相談があった。スクールソーシャルワーカーは、問題を抱

える児童生徒 77人にのべ 2,372件の対応をした。不登校出現率は昨年度との比較では

0.06％下がった。 

（関連事業：Ｐ46「スクールカウンセラー配置事業」） 

 

⑦ いじめ等の根絶  

・いじめ防止のため、いじめ防止指導用のリーフレットを市立小中学校全 85校に配付する

とともに、いじめ防止を呼びかけるポスターをいじめ防止の指導の際に活用した。いじめ

の認知件数は増加しているが、各学校で初期段階のものを積極的に認知し、解消に向けて

対応しているためであると考えられる。 

（関連事業：Ｐ53「いじめ防止等啓発事業」） 
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＜施策２ 地域に開かれた学校づくり＞ 

① 地域を活かした教育環境の充実  

・学校、家庭、地域が一体となって子どもを育てる活動を推進するために、必要に応じ、

各学校の授業等において、専門的な知識や技能を有する地域住民等の方々に協力をいただ

いた。その結果、日常の授業の一層の充実が図られるとともに、支援をいただいた地域の

方々からは、ご自身の生きがいづくりや、学校との連携、子どもたちへの関わり方などに

好意的な意見が寄せられた。また、土曜日や長期休業中等に、地域住民や大学生等の協力

を得て、公民館等の公共施設で、希望者への学習支援や体験活動支援を行った。 

平成 28年度の事業への参加者数は 35,945人と、多くの方々に参加いただいた。 

（関連事業：Ｐ54「地域を生かした教育環境パワーアップ事業」） 

 

② 地域住民の学校運営への参画の推進  

・郡山市教育委員会の取り組みを家庭や地域に紹介するとともに、家庭や地域の取り組み

や考え方を集約するために、地域教育懇談会を実施した。平成 28年度は、薫地区、大島地

区、富田西地区の３地区で実施した。 

 

③ 学校施設の社会開放  

・校庭や体育館等の社会開放を行い、平成 28年度は小学校で延べ 418,300人、中学校で延

べ 117,011人の利用があった。 
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＜施策３ 学校教育施設の整備＞ 

① 校舎や屋内運動場等の整備 

・学校施設の長寿命化を図るとともに、利便性の向上を図るため、郡山第六中学校校舎の

老朽化対策工事を実施した。                         

（関連事業：Ｐ47「小中学校長寿命化改修事業」） 

 

  ・児童生徒の安全確保と教育環境の向上のために、各所改修工事を 28件、校舎等のリフレ

ッシュ改修工事（外壁塗装・屋上防水改修）を２件行った。                       

（関連事業：Ｐ48「小中学校施設環境整備事業」）                         

 

・児童生徒の安全確保や耐震性を確保するため、宮城小学校特別教室棟の増改築工事を行

った。 

（関連事業：Ｐ47「小中学校施設増改築事業」） 

② 教材や設備等の整備  

・小中学校において理科教育設備の整備率が低い学校を各 10校選定し、整備を行った。 

（関連事業：Ｐ49「小中学校理科教育設備整備事業」） 

 

・小中学校における教育環境の維持･充実を図るため、カーテン、暗幕、舞台幕、電話機、

放送機器、耐火金庫、特別教室机･椅子、防球ネット、教卓、除雪機の更新や、図書･書架

等の備品の整備、児童生徒用机の天板修繕等、延べ 164件の修繕を実施した。 

（関連事業：Ｐ50「小中学校教育環境整備事業」） 

 

③ 学校図書館の充実  

・平成 28年度は前年度から１校増え、75校のＰＴＡで学校司書を配置しており、学校司書

雇用に係る経費のＰＴＡの負担軽減のため、補助金を交付した。また、平成 28年 11月に

学校司書の資質向上を目的とした研修会を開催し、62人の学校司書が参加した。 

 ※Ｐ９施策１-⑧再掲 
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＜施策４ 児童生徒の安全・安心の確保＞ 

① 通学路の安全点検と見直し  

・通学路の安全を確保するために、道路管理者、警察、学校、地域の関係団体が合同で安

全点検を実施して安全対策を講じてきた。平成 28年度は、57箇所の合同点検を実施し、60

箇所の安全対策を講じた。 

（関連事業：Ｐ53「通学路等の交通安全確保事業」） 

 

② 児童生徒の防犯対策  

・不審者による児童生徒への被害事故の未然防止を図り、安全を確保するため、児童生徒

へ防犯ブザーを配付するとともに、不審者警戒ステッカーの表示により、被害事故の未然

防止を図った。平成 28年度は、新入生児童へ合計 2,778個の防犯ブザーを配付した。 

（関連事業：Ｐ51「児童生徒安全安心推進事業」） 

 

③ 地域・関係機関との連携  

・学校だけでは解決が困難な問題行動等に対して、関係機関が連携した対応策等を検討す

るため少年サポートチーム代表会とケース会議を、合計９回実施した。いずれも緊急に対

応しなくてはならない事案であったが、急な出席要請にも各関係機関が迅速に対応し、会

議を開催することができ、関係機関が問題行動等の解決･改善を図ることができた。 

（関連事業：Ｐ51「少年サポートチーム推進事業」） 

 

④ 学校施設の耐震化の推進と安全対策  

・学校施設は児童生徒等が１日の大半を過ごす学習・生活の場であるとともに、災害時の

避難施設にもなっていることから、校舎及び屋内運動場の耐震性を確保するため、小中学

校 13校の校舎の耐震補強工事及び 11校の屋内運動場の耐震補強工事を行った。 

（関連事業：Ｐ48「小中学校耐震補強事業」） 

 

⑤ セーフスクールの視点を取り入れた取り組み  

・通学路の安全を確保するために、道路管理者、警察、学校、地域の関係団体が合同で安

全点検を実施して安全対策を講じてきた。平成 28年度は、57箇所の合同点検を実施し、60

箇所の安全対策を講じた。 ※Ｐ19施策４-①再掲 

（関連事業：Ｐ53「通学路等の交通安全確保事業」） 

 

・市費栄養士３名を配置し、県費栄養士未配置校を巡回することで、食物アレルギー対応、

栄養管理、衛生管理等を行い、安全・安心な学校給食の提供を行った。                      

（関連事業：Ｐ55「あんしん給食・食育推進元気アップ事業」） 
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⑥ 学校における放射線対策の充実  

・各学校の教職員により通学路放射線量マップの更新を実施し、保護者や児童生徒の不安

解消に努めた。 

（関連事業：Ｐ49「通学路放射線量マップ作成事業」） 

 

・放射性物質測定器を自校給食校 64校に各 1台、給食センター２施設に各２台配置し、学

校給食の食材や給食まるごと１食を事前に測定し、被ばく防止及び保護者の不安解消に努

め、一層の安全・安心に努めた。 

（関連事業：Ｐ50「小中学校給食放射性物質測定事業」） 

 

・市立小中学校全校において校庭等の空間放射線量を月１回測定し、異常が無いことを確

認している。また、市内小中学校の児童生徒で希望者に対し個人積算線量測定を５月下旬

から１月中旬にかけて実施し、3,575 人、全体対象者の 13％が参加。健康に影響を与える

数値は検出されなかった。 
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＜施策５ 時代に対応できる教育体制に向けて＞ 

① 人事権等移譲のあり方の検討  

・人事権等移譲のあり方については、中核市教育長会において検討するとともに、中核市

教育長会を通して国等に対しての働きかけを行った。 

 

② 児童生徒と向き合える環境づくり  

・教職員が、一人ひとりの児童生徒と向き合うことができる環境づくりのため、経験豊富

な地域人材の協力を得ながら学校と地域が連携し、事務の簡素化、ＩＣＴの利活用等によ

り、教職員の負担軽減に取り組んだ。平成 28年度から指導要録の電子化をスタートした。 

 

③ ＩＣＴ環境の整備と国際化の推進  

・スカイプを活用して児童生徒が海外の学校との交流ができるようにするために、海外に

在住する元本市語学指導外国人をコーディネーターとする人材のリストを作成した。 

（関連事業：Ｐ41「小中学校英語教育推進事業」） 

 

・コンピュータ等やインターネットを活用し、市立小中学校の児童生徒の情報活用能力の

向上を図るため、デジタル教科書等のソフトウエアの充実を図るとともに、タブレット端

末等のハードウエアの整備を行った。 

（関連事業：Ｐ54「未来を拓く教育の情報化推進事業」） 

 

④ 通学区域の弾力的運用  

・入学が指定された中学校に特技や実績を生かす部活動がない小学校６年生で、一定の条

件を満たした児童を対象に就学審査会を開き、学区外通学を許可している。平成 28年度は

19人の学区外通学を許可した。 

 

⑤ 土曜日の教育環境の充実  

・学校と地域が繋がりを深め、地域住民による「地域の学校」づくりを目指すことにより、

学校、家庭、地域が一体となって子どもを育てる活動を推進するために、土曜日や長期休

業中等に、地域住民や大学生等の協力を得て、公民館等の公共施設で希望者への学習支援

や体験活動支援を行った。多くの児童生徒が学ぶ喜びを味わい、学習意欲が向上した。実

施された講座は 320 講座、支援をいただいた講師は延べ 621 人、参加した児童生徒は延べ

8,001人であった。 

（関連事業：Ｐ54「地域を生かした教育環境パワーアップ事業」） 
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（２）郡山市教育委員会事務点検評価委員会の意見 

○英語教育の充実について 

郡山市は、小中学校英語教育特区の認定を受け英語教育に力を入れており、各学校の努力

を含め、一生懸命に取り組んでいると感じています。今後、次期学習指導要領において小学

校の英語科が必修となるほか、大学入試においても話す力が評価対象となるなど、英語科を

取り巻く環境が大きく変化します。また、英検だけでなく、これまでと異なった形の試験も

導入されることが予想されます。このような中で、今後どのような形で英語教育を充実させ

ていくのか十分に検討していただきたいと考えております。 

 

○ＩＣＴ活用による学びの推進について 

 体育等において、タブレット端末のカメラ機能の活用はともて効果的であると思いますが、

タブレット端末の活用などＩＣＴ教育の推進にあたっては、ＩＣＴに堪能な先生とそうでな

い先生がいるかと思います。教職員のＩＣＴ活用能力の一層の向上を図っていただきたいと

考えております。 

 

○言語活動の充実について 

 言語活動は学校だけではなく、家庭との連携が大切になると思います。各学校においては、

家庭と連携を取りながら工夫して取り組んでいただきたいと考えております。 

 

○少人数教育の充実について 

教員ができるだけ小さな集団を指導する体制づくりについては、きめ細かく整えられてい

ると思いますが、少人数教育を本当に充実したものとするためには、授業の質的改善が必要

であると感じています。少人数教育における授業方法が、従来の４０人学級で行っていた授

業形態や指導方法と同じ形であってはいけませんし、同じであれば折角の少人数教育制度が

有効に機能しているとは言いがたいと考えます。そういった意味で従来の一斉指導に代わり、

きめ細かな、個に応じた指導が大切になってくると思います。また、細やかな授業改善によ

って、学力向上がさらに図られるのではないでしょうか。よく言われるラーニングピラミッ

ドでは、学習の定着は子どもたちが互いに学ぶ、意見を出し合う、自分の考えを伝える、と

いう学びの方が、学習の定着率が高いとの結果が出ていることから、先生が少人数を生かし

た授業改善に努める必要があると考えております。 

 

○スーパーティーチャー（教科専門員）派遣事業について 

小学校の理科ではスーパーティーチャーを派遣しているとのことですが、算数など、他の

教科においても必要との声を聞いております。教育委員会においては、各学校の需要を把握

して必要性を検討して頂きたいと考えております。 
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Ⅱ 生涯学習 

 

基本目標 一人ひとりの学ぶ心を大切にする生涯学習の推進 

市民が多様な活動へ主体的に取り組むことのできる教育環境を実現するため、公民館・図書館な

どの地域における学びの場を活用し、“いつでも”“どこでも”学ぶことができる生涯学習社会の構

築を目指します。 

基本施策１ 家庭教育の推進 

 家庭教育は、すべての教育の出発点であり、家庭は常に子どものよりどころとなるものです。子

どもは、家族とのふれあいを通じて、基本的な生活習慣、思いやりや善悪の判断、自立心や自制心

を身につけていきます。 

 しかしながら、都市化の進展や家族構成、親の意識の変化などによる家庭教育力の低下が懸念さ

れています。 

 このため、家庭教育を推進するうえでは、その担い手である親の自覚を促すとともに、「子どもは

社会の宝」として、社会全体で家庭教育を応援し、支えていく体制づくりを進めます。 

 

＜施策１ 家庭教育の充実＞ 

① 家庭教育に関する機会や情報の提供  

・各小中学校に「家庭教育学級」を設置し、また「家庭教育講演会」、「就学前子育て講座」

及び企業等で開催する家庭教育研修に専門講師を派遣する「企業親学び講座」を開催し、

延べ 18,354人の受講者に家庭教育に関する情報を提供した。 

（関連事業：Ｐ56「家庭教育充実事業」） 

 

・郡山市教育委員会の取り組みを家庭や地域に紹介するとともに、家庭や地域の取り組み

や課題についての情報交換を行うことを目的に地域教育懇談会を実施した。平成28年度は、

薫地区、大島地区、富田西地区の３地区で行い、平成 20年度以降、32地区での実施となっ

ている。 ※Ｐ17施策２-②再掲 

 

（１）執行状況 
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② 親子のふれあい体験活動等の充実 

・親子の体験活動の場として「少年湖畔の村」などを活用し、19件の体験プログラム、209

日の少年湖畔の村無料開放を行い、延べ 178組、743人の参加者に交流の機会を提供した。  

（関連事業：Ｐ58「のびのび！親子体験事業」） 

 

・入園前の子どもとその保護者を対象にのびのび子育て広場を開設し、子育てに関する情

報交換や参加者自らが主体的な立場で参加できる活動の場を提供した。３つの広場とオ

ープン講座、合わせて延べ 845組が活動した。 

（関連事業：Ｐ56「地域のびのび子育て支援事業」） 

 

 
＜施策２ 家庭・地域・学校等の連携＞ 

① 相互学習や交流の場の創出  

・各小中学校に「家庭教育学級」を設置し、また「家庭教育講演会」、「就学前子育て講座」

及び企業等で開催する家庭教育研修に専門講師を派遣する「企業親学び講座」を開催し、

延べ 18,354人の受講者に家庭教育に関する情報を提供した。 ※Ｐ23施策１-①再掲                 

（関連事業：Ｐ56「家庭教育充実事業」） 

② 地域における家庭教育支援体制の充実  

・子育てサポーター（子育てに関する地域活動の中心的な役割を果たす人材）を 18人設置

し、研修会などを通して育成に努めると同時に、のびのび子育て広場や公民館スペース開

放事業などにおいて子育て中の親との交流や相談にあたった。 

（関連事業：Ｐ56「地域のびのび子育て支援事業」） 

 

 
＜施策３ 幼児期教育の充実＞ 

① 幼稚園・保育所（園）・小学校の連携強化  

・幼・保・小合同研修会を５回（参加人数：401人）、幼・保・小相互参観を 14回（参加人

数：424人）実施し、小１プロブレムの解消等、幼児期から児童期への円滑な接続に資す

ることができた。 

（関連事業：Ｐ57「幼保小連携推進事業」） 

② 子育て家庭に対する相談体制の充実  

・子育てサポーター（子育てに関する地域活動の中心的な役割を果たす人材）を 18人設置

し、研修会などを通して育成に努めると同時に、のびのび子育て広場や公民館スペース開

放事業などにおいて子育て中の親との交流や相談にあたった。 ※Ｐ24施策２-②再掲 

（関連事業：Ｐ56「地域のびのび子育て支援事業」） 
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基本施策２ 青少年の健全育成 

 次世代のかけがえのない担い手である青少年が、健やかで思いやりのある人間に成長することは、

市民すべての願いです。 

 青少年期は、人間形成における最も重要な時期であり、柔軟で広い視野を持った青少年の育成は、

将来を担う人材づくりという観点から社会全体で取り組むべき課題であります。 

 特に、東日本大震災以降、復興に向けて、市民一丸となって歩みを進めている本市においては、

郷土愛を持って、ふるさとの未来を切り拓いていく人材の育成が重要となっています。 

 青少年活動の支援や非行防止に向けた環境づくりなど、社会的マナーを身に付け、豊かな人間性

と社会性、健全でたくましい心を持った青少年の育成に努めます。 

 

＜施策１ 青少年活動の支援＞ 

① 将来を担う人材育成  

・郡山市成人のつどいを開催し、2,778人の参加者に社会の一員として自覚を促した。また、

公募により８人の企画委員を委嘱し、12回の企画会議を行い事業の洗練と委員相互の研鑽

を図った。 

（関連事業：Ｐ58「成人のつどい開催事業」） 

 

・親子の体験活動の場として「少年湖畔の村」などを活用し、19件の体験プログラム、209

日の少年湖畔の村無料開放を行い、延べ 178組、743人の参加者に交流の機会を提供した。 

※Ｐ24施策１-②再掲 

（関連事業：Ｐ58「のびのび！親子体験事業」） 

 

② 青少年の社会参加や相互交流の促進  

・青少年を対象にユースカレッジ木曜クラブを実施し、延べ 705人が教養講座やレクリエ

ーション活動をとおして相互の親睦を図り、ボランティアなど地域社会の活性化に繋がる

活動を行った。また、ナイトカレッジ、はやマニアでは社会参加に繋がる各種講座を行い、

延べ 255人が参加した。        

（関連事業：Ｐ59「勤労青少年ホーム事業」） 
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＜施策２ 子どもの良好な成育環境の確保＞ 

① 地域で子どもを育てる環境づくり  

・地域の参画を得て、有償ボランティアの協力により、児童の学習活動・体験活動・交流

活動等を行う放課後地域子ども教室を運営している。有償ボランティアとして、約 120名

へ委嘱した。 

（関連事業：Ｐ59「地域子ども教室事業」） 

 

② 安心･安全な居場所づくり  

・放課後の児童の、安心・安全な居場所を設けるために、放課後地域子ども教室を小学校

３校において運営及び他３校において新規開設を行い、活動環境向上に取組んだ。計６校

で、157名の児童が登録し、子ども教室で活動した。 

（関連事業：Ｐ59「地域子ども教室事業」） 
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基本施策３ 生涯学習の推進 

 近年のＩＣＴ社会の到来やライフスタイルの変化に伴う価値観の多様化・学習意欲の高まりを受

け、“いつでも”“どこでも”自由に機会を選択して学習できる生涯学習社会の実現が一層求められ

ています。 

 こうした状況を踏まえ、再建された中央公民館や図書館、美術館などの施設の活用やボランティ

アをはじめ地域の人材の参画、さらには、教育の枠を越えた他の分野との連携も図りながら、多面

的な視点で事業を実施するとともに、震災からの復興と新しい生涯学習の推進に努めます。 

 

＜施策１ 生涯学習活動の支援＞ 

① 学習機会や情報の提供  

・市民がいつでも、どこでも、誰でも自由に手段や方法を選択して学習できるよう、市民

の自主的な学習活動を支援するため「生涯学習きらめきバンク」、「市政きらめき出前講座」

を行った。「生涯学習きらめきバンク」では講師登録者数 276人、延べ 3,062件の活動があ

り、「市政きらめき出前講座」ではメニュー登録数 104件、延べ 261件の申し込みがあった。 

（関連事業：Ｐ60「生涯学習支援事業」） 

 

② 地域活動への支援  

・社会教育関係団体の円滑なる運営の推進を図るため、「郡山市ＰＴＡ連合会」に 30万円、

「郡山市婦人団体協議会」に 70万円の補助金を交付し、25件の郡山市ＰＴＡ連合会活動が

行われ、91件の郡山市婦人団体協議会活動が行われた。 

  

・共催として事業を行うことでより大きな地域振興等の効果を得ることを目的として、実

行委員会へ 129件の補助金を交付し、事業を開催した。各事業へは延べ 85,011人が参加し

た。 

   

・市民の教養の向上と文化の発展及び健康と体力の向上を期し、併せて地域活動の活性化

を図るため、市民文化祭や運動会、分館事業など４事業に対して負担金を交付し、事業を

支援した。                

 

 



- 28 - 

 
＜施策２ 学びの場の活用＞ 

① 施設の運営  

・中央図書館では、利用者の安全性を確保するため、耐震改修工事を計画し、平成 27年度

中に設計委託が完了し、平成 28年度から工事に着手した。 

 

② 社会教育活動機会の提供  

・市民の多様な学習ニーズや地域の現代的な課題等の解決に対応するため、市内 39の地区・

地域公民館において対象別の定期講座を 194講座実施し、18,596人の参加者、平均 93％の

満足度を得ることができた。 

（関連事業：Ｐ61「地区・地域公民館の定期講座等開催事業」） 

 

・共催として事業を行うことでより大きな地域振興等の効果を得ることを目的として、実

行委員会へ 129件の補助金を交付し、事業を開催した。各事業へは延べ 85,011人が参加し

た。 

※Ｐ27施策１-②再掲 

    

・郡山市成人のつどいを開催し、2,778人の参加者に社会の一員として自覚を促した。また、

公募により８人の企画委員を委嘱し、12回の企画会議を行い事業の洗練と委員相互の研鑽

を図った。 ※Ｐ25施策１-①再掲 

（関連事業：Ｐ58「成人のつどい開催事業」） 

   

・地域の課題解決に繋がる講座や多様化するニーズを踏まえた講座など各種講座を実施し、

市民に多様な学習機会の提供を行った。市民学校、市民大学、はやまーゼ教室、キッズス

クール、団塊の世代の地域デビュー講座などを実施し、延べ 2,336人が受講した。             

（関連事業：Ｐ61「中央公民館の定期講座開催事業」） 

 

・市民の教養の向上と文化の発展及び健康と体力の向上を期し、併せて地域活動の活性化

を図るため、市民文化祭や運動会、分館事業など４事業に対して負担金を交付し、事業を

支援した。 ※Ｐ27施策１-②再掲 
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③ 地域の課題解決のための講座等の実施  

・地域の抱える様々な課題の解決や地域住民の繋がりを強めるため、「地域の伝統文化の継

承を通じた講座」や「地域の教育力を通じた講座」を 65講座実施し、延べ 8,519人の参加

者、平均 96％の満足度を得るとともに、地区・地域の様々な情報を発信するための公民館

だよりを 39地区で延べ 178回発行した。 

（関連事業：Ｐ61「地区・地域公民館の定期講座等開催事業」） 

 

・「団塊世代の地域デビュー講座」を 37講座開催し、延べ 3,509人の参加者、平均 81.8％

の満足を得た。 

 （関連事業：Ｐ61「地区・地域公民館の定期講座等開催事業」） 

 

④ 学びを支える人材の発掘と養成 

・市民の多様な学習ニーズや地域の現代的な課題等の解決に対応するため、市内 39の地区・

地域公民館において対象別の定期講座を 194講座実施し、18,596人の参加者、平均 93％の

満足度を得ることができた。 ※Ｐ28施策２-②再掲 

（関連事業：Ｐ61「地区・地域公民館の定期講座等開催事業」） 

 

・地域づくりを念頭においた公民館運営能力の向上を図るための研修を 13回実施し、延べ

572人が受講した。 

（関連事業：Ｐ63「生涯学習職員研修事業」） 

 

 ⑤ 学びの成果を活かす仕組みづくり  

・市民意識と連帯の高揚、コミュ二ティ活動の推進を図るため、各地区の明るいまちづく

り推進協議会へ 5,910千円の負担金を交付した。また、花の苗 9,000本を地域に配付し実

施した「全市花いっぱい運動」の推進、危険箇所の調査を経ての 100箇所への表示板設置

を行い、住民主体のまちづくりを推進啓発した。 

（関連事業：Ｐ60「明るいまちづくり事業」） 

 

・こどもの読書活動を推進するために、おはなし会を 226回開催し、参加人数は耐震改修

工事による休館の影響もあり、前年度より 262人減少し、3,145人となった。               

（関連事業：Ｐ62「子ども読書活動推進事業」） 
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⑥ ＩＣＴの積極的活用  

  ・情報化社会に対応できる人材の育成を推進するため、３地域公民館（橘、緑ヶ丘、安積

南）においてパソコン等の講座を開催し、延べ 181人参加により平均 93％の満足度を得た。 

（関連事業：Ｐ61「地区・地域公民館の定期講座等開催事業」） 

   

・60歳以上のインターネット初心者を対象に、タブレット端末を利用したインターネット

検索などの体験講座を６公民館において全６講座実施し、延べ 83人が参加した。 

                   （関連事業：Ｐ62「ＩＣＴ活用啓発事業」） 

 

・図書館に所蔵される貴重な郷土資料、古文書等を 2,261点電子データ化し、電子的に閲

覧を可能とする「デジタルアーカイブ」事業の計画に着手した。 

（関連事業：Ｐ63「図書館デジタルアーカイブ事業」） 

  

⑦ 施設・設備等の整備  

・利用者の安全性を確保するため、中央図書館の耐震改修工事を実施した。また、耐震化

と併せて施設設備の老朽化に対応するために、授乳室の新設やトイレの洋式化、エレベー

ターの修繕、床の張替え、学習コーナーの拡張、視聴覚ホールの客席改修や音響設備等の

更新等の各所改修を併せて行った。 

 

 
＜施策３ 新たな生涯学習の推進＞ 

② 他分野との連携による教育機会の創出  

・大学などの高等教育機関の教授や学生ボランティアとの連携による講座を７事業開催し

た。 

（関連事業：Ｐ61「地区・地域公民館の定期講座等開催事業」） 

  

・高度な学術の習得と活力に満ち豊かさを実感できる生涯学習社会の創造を図ることを目

的として、市民大学等において大学教授等による専門講座を実施した。「郡山の水害を考え

る」「人と知が集まる郡山の歴史」などをテーマとした講座に延べ 751人が参加した。             

（関連事業：Ｐ61「中央公民館の定期講座開催事業」） 
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（２）郡山市教育委員会事務点検評価委員会の意見 

○事業や施設名のネーミングについて 

勤労青少年の社会参加や相互交流を目的に行われている「ユースカレッジ木曜クラブ」の

ネーミングは、聞いて参加してみたくなる事業名だと思いますが、勤労青少年ホームという

施設名称については古いイメージを持ってしまいます。しかし、それは仕方ないことだと思

いますので、講座名等については、「ナイトカレッジ」や「はやマニア」などに参加してい

る若い方に意見を聞くなどして、少しでも講座に興味を持ってもらえるよう工夫をしていた

だきたいと考えております。 

 

○市政きらめき出前講座について 

企業も派遣の対象であるにも関わらず、ほとんど応募がないとのことでしたが、企業にと

っても有用な講座があるかと思います。企業にも積極的に活用してもらえるよう周知してい

ただきたいと考えております。 

 

○公民館職員と市民への事業周知について 

生涯学習きらめきバンクと市政きらめき出前講座について、どのような講座が行われてい

るのかと公民館職員に尋ねたことがあります。そうしたところ、そもそも公民館職員が事業

自体を知らないということがありました。また、窓口にこれらの事業についての冊子が出て

おらず、言われてから市政きらめき出前講座の冊子を出してくるということがありました。    

市民からすると、こういった事業があるということを公民館に入っただけでは分からない

状況にあると思いますので、公民館職員への事業周知と併せて、市民への周知が非常に大事

であると考えております。 
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Ⅲ 文化 

 

基本目標 豊かなときを感じる歴史と文化、そして音楽の継承と創造 

個性あふれる市民文化を継承、創造するため、貴重な文化財の保存と活用を図るとともに、郡山

の多様な歴史と文化を守り育てます。 

また、市民の文化芸術活動を支援するとともに、市民が気軽に音楽に親しむことができる環境づ

くりを進め、市民生活に根ざした音楽都市の創造を推進します。 

基本施策１ 文化財の保存と活用 

 文化財は、我が国の長い歴史のなかで生まれ、育まれ、今日まで守り伝えられてきた貴重な国民

の財産です。 

 本市には、「大安場古墳」などの史跡や、「柳橋の歌舞伎」をはじめとする民俗文化財など、郷土

が誇れる貴重な文化財が数多くあります。また、近代郡山発展の礎となった安積開拓や安積疏水開

さくに関する歴史的・文化的な遺産もあり、この歴史ストーリー「未来を拓いた『一本の水路』－

大久保利通“最期の夢”と開拓者の軌跡 郡山・猪苗代－」が日本遺産に認定されました。 

 先人から受け継いだ貴重な文化財を次の世代に継承していくため、保護・保存や活用の取り組み

等と併せ、広く市民に親しまれるよう情報の発信に努めるとともに、文化財に携わる人材の確保と

養成を図ります。 

 

＜施策１ 伝統文化等の継承＞ 

① 重要無形文化財の伝承保存活動の支援  

・指定無形民俗文化財の保存・継承を図るため、上演状況等の記録保存を計画的に進める。

平成 28年度は「横沢の麓山まつり」の映像記録保存を行った。 

（関連事業：Ｐ65「民俗芸能伝承保存事業」） 

 

（１）執行状況 
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＜施策２ 文化財の保存と活用＞ 

① 文化財の保存・継承 

・守山城跡は、市内で石垣を有する唯一の城跡であり、重要な歴史資料的遺産であること

から、市指定史跡に指定した。 

（関連事業：Ｐ64「守山城跡史跡整備事業」） 

 

・歴史資料を広く市民が活用できるよう、歴史資料館で所蔵する古文書の翻刻（3,042枚）

及び整理（2,827点）を行った。また、未報告遺跡の整理を行った。 

（関連事業：Ｐ64「歴史資料保存整備事業」） 

 

・指定無形民俗文化財や天然記念物等の指定文化財保存団体に対して、保存活動を支援す

るため、34団体に奨励金を交付するとともに、標識２基の設置や３件の天然記念物の定期

診断など、指定文化財の保存と継承を図った。                

（関連事業：Ｐ65「指定文化財保護事業」） 

 

・埋蔵文化財保護のため、包蔵地内の土木工事に対応し、121件の試掘調査を行った。試掘

の結果、保存が必要と判断された開発対象地は、必要に応じて委託業務により発掘調査を

行い、記録保存を図る。出土遺物は必要に応じて保存処理を行うとともに、郡山の歴史、

文化を理解する貴重な資料として保存、活用を図っている。 

（関連事業：Ｐ66「埋蔵文化財発掘調査事業」） 

 

② 文化財や歴史の周知  

・市内遺跡から発掘調査により出土した遺物や古文書などの歴史資料を紹介する文化財企

画展を開催し、687人の入場者があった。また、文化財等学習サポート事業には 1,478人の

参加があった。 

（関連事業：Ｐ66「埋蔵文化財発掘調査事業」） 

 

 
＜施策３ 郡山の歴史を身近に感じられる環境の醸成＞ 

② 郷土資料の保存と効果的な活用  

・震災により被災した旧金透記念館を、明治期以降の郡山の歴史や教育を紹介する施設と

して整備し、公開した。 

 

  ・歴史資料の効果的な活用を図るとともに、郷土の歴史を学ぶことができる（仮称）郡山

市公文書・歴史情報館の基本構想を策定するに当たり、有識者から意見を聴く懇談会を３

回開催し、委員の意見を反映した「（仮称）郡山市公文書・歴史情報館基本構想草案」をま

とめた。 

（関連事業：Ｐ66「（仮称）公文書・歴史情報館施設整備事業」） 
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基本施策２ 文化芸術活動の推進 

 本市では、市民による主体的な文化芸術活動が幅広く行われ、特に音楽分野においては、市民が

長年にわたり多様な活動を積極的に展開しており、それらの成果を受け、平成 20年３月に「音楽都

市」を宣言しました。中でも、青少年の活躍はめざましく「音楽都市こおりやま」の原動力ともな

っており、今後も積極的にその活動を支援します。 

 また、市民文化センターをはじめ、各文化施設における主催事業やこれらの施設を拠点とした市

民活動も盛んに行われております。 

 このような市民の自主的な文化芸術活動は、「ふるさと郡山」への愛情と誇りを育み、地域活性化

をもたらす原動力となることから、今後も教育の枠組みにとどまることなく関連する分野が有機的

に連携し、効果的に施策を推進します。 

 

＜施策１ 文化芸術活動の充実＞ 

① 文化芸術に親しむことのできる環境づくり  

・市民の音楽に対する関心を促し、併せて郡山市にゆかりのある若手演奏家への発表機会

の提供と公会堂の利用促進を目的としてコンサートを４回実施し、24人の演奏家が出演し、

930人の入場者数があった。                   

（関連事業：Ｐ67「こころに響くハーモニー事業 ～四季の風コンサート～」） 

 

② 市民の自主的な文化芸術活動の推進  

・市民の教養の向上と文化の発展、併せて地域活動の活性化を図るため、市民文化祭に対

して負担金を交付し、事業を支援した。こおりやま邦楽の祭典、郡山市総合美術展、こお

りやま市民演劇祭などの実行委員会主催事業や各種団体による参加行事で、入場者を含め

51,887人の参加があった。 

 

④ 美術品の鑑賞機会の提供  

・優れた美術作品を身近で鑑賞する機会を提供するため、国内外の美術品・芸術活動及び

郷土に関する多彩なテーマで６本の企画展示を開催、また、美術館所蔵作品を独自のテー

マで年間４期に分けて常設展示として紹介し、延べ 87,516人が鑑賞した。 

さらに、美術作品への理解を深めるために講演会、鑑賞講座、実技講座など 112件の教

育普及事業を実施し 23,826人が参加した。 

（関連事業：Ｐ67「美術館展覧会等活動推進事業」） 
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⑤ 市民の美術活動への支援  

・文部科学省の学習指導要領の基本方針に基づき、美術館と学校が連携して児童生徒・学

生の美術館の積極的利用を図るため、対象に応じた支援事業を行い、4,845人が利用した。 

さらに子どもたちの美術表現活動を推進・支援するために、市内の小中学校と連携して、

児童生徒の作品を展示する「風土記の丘展」（市内小学校 61校、360点）、「風土記の空展」

（市内中学校８校、96点）を開催し、延べ 16,018人が鑑賞した。 

 

 
＜施策２ 市民生活に根ざした音楽都市の創造＞ 

① 既存施設の有効活用と音楽堂の整備検討  

・市民の音楽に対する関心を促し、併せて郡山市にゆかりのある若手演奏家への発表機会

の提供と公会堂の利用促進を目的としてコンサートを４回実施し、24人の演奏家が出演し、

930人の入場者数があった。 ※Ｐ34施策１-①再掲                  

（関連事業：Ｐ67「こころに響くハーモニー事業 ～四季の風コンサート～」）                        
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＜施策３ 文化施設の活用＞ 

① 文化施設の運営  

・国内外の優れた美術作品を保管・展示できる設備と、美術品を適切に取り扱う技術と能

力を持ち、調査研究に基づいた今日的で多彩な事業を企画・実施できる専門職員により、

国内外の優れた美術作品・活動を紹介する様々な企画展や芸術への理解を深めるための各

種教育普及事業を計画的に実施した。展覧会観覧者、各種事業の参加者など、美術館の総

利用者は、震災以後初めて 10万人を超えた昨年の 100,056人を上回り、111,342人となっ

た。 

（関連事業：Ｐ67「美術館展覧会等活動推進事業」） 

 

② 施設を活用した文化芸術活動の推進  

・国内外の優れた美術作品を保管・展示できる設備と、美術品を適切に取り扱う技術と能

力を持ち、調査研究に基づいた今日的で多彩な事業を企画・実施できる専門職員により、

国内外の優れた美術作品・活動を紹介する様々な企画展や芸術への理解を深めるための各

種教育普及事業を計画的に実施した。展覧会観覧者、各種事業の参加者など、美術館の総

利用者は、震災以後初めて 10万人を超えた昨年の 100,056人を上回り、111,342人となっ

た。 ※Ｐ36施策３-①再掲 

（関連事業：Ｐ67「美術館展覧会等活動推進事業」） 
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（２）郡山市教育委員会事務点検評価委員会の意見 

○民俗芸能伝承保存事業について 

本事業は隔年実施ですが、平成２８年度に実施した「横沢の麓山まつり」は平成１９年度

に指定無形民族文化財に指定されており、記録保存までに約１０年の期間を要しています。

事業の目的を達するためには、記録保存までの期間を短くするため毎年実施するとなお良い

のではないかと考えます。 

 

○文化財の活用について 

史跡といった場合、ただ穴が掘られているだけと言う場合がありますが、より関心を持っ

てもらうためには、例えば青森県の三内丸山遺跡のように柱等を再現するような工夫が必要

であると考えております。 

 

○文化芸術に親しむことのできる環境づくりについて 

音楽は、小中高においては全国的にすばらしい成果を収めているかと思いますが、その後

の活動が弱いように感じます。せっかく育ってきた子どもたちの音楽が、大人になっても続

けられるような環境を公民館等が主体となって、もっともっと打ち出していただきたいと考

えております。また、市外の人たちが郡山を訪れた際に、さすが「楽都郡山」と思ってもら

えるよう、駅前はもとより、市内各所において、音楽活動が目に見える形で行われていると

いう状況を導けるよう、数多くの機会を設けていただきたいと考えております。 
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Ⅳ スポーツ 

 

基本目標 新たな自分にチャレンジできるスポーツ・レクリエーションの振興 

子どもから高齢者まで気軽にスポーツに参加できる機会の拡充や競技スポーツの振興を図り

ます。 

また、指導者の育成や施設の充実など、スポーツを楽しみながら、体験や挑戦ができる環境づ

くりを進めます。 

さらに、プロからアマチュアまで各種競技におけるトップレベルのイベントを積極的に誘致

し、また、東京オリンピック・パラリンピックへの対応など、スポーツを通じた様々な交流を促

進します。 

基本施策１ 生涯スポーツ・レクリエーションの振興 

 近年、スポーツはその概念や役割、機能などが変化し、教育にとどまらず、健康づくりの面な

どからも大きく注目されるとともに、大規模なスポーツイベントの開催等は、その地域の経済・

社会に大きな効果をもたらすことが期待されております。 

 このため、市民誰もが生涯を通じて快適にスポーツ・レクリエーション活動ができるよう、施

設の活用、指導者や団体の育成をはじめ、関連する分野が連携し、スポーツを通じた豊かな地域

づくりのための施策を総合的・一体的に推進します。 

 
＜施策２ 競技力の向上＞ 

① 選手の育成  

・学校や保護者、生徒の負担軽減を図るため、中学生の部活動の集大成ともいえる中体連総

合体育大会の市外開催の県大会、東北大会及び全国大会へ出場する学校に対して、1,276万

円を交付し、交通費や宿泊費等の一部に対して補助を行った。              

  

（１）執行状況 
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（２）郡山市教育委員会事務点検評価委員会の意見 

○部活動の指導者の資質について 

先生が、経験したことのない分野の部活動を担当しているケースがあり、負担となってい

る場合や、部活動に時間をとられ、教材研究の時間を圧迫しているケースが認められるよう

です。このため、一般市民の助けを借りたり、教員が望む部活動を担当させたりするなど、

部活動による負担を軽減する必要があると考えております。また、全国的には担当教員によ

る言葉の暴力など、指導力の欠如も認められます。しかし、スポーツ界ではメダルや勝利の

ために、そのような指導法を肯定的に考えている場合が認められます。このため、スポーツ

界の指導者による講習会よりも、児童生徒の育成を目指す、教員としての一般的な資質を向

上させる講習会が有効であると考えております。 

 

○怪我の予防について 

怪我の予防という意識が足りないように感じます。学校においても、児童生徒がいきなり

激しい運動をして怪我をするということがあるかと思います。このため、郡山市健康振興財

団が怪我予防のストレッチ運動に関する講習会を企画し、各学校へ受講を呼びかけておりま

すが、ほとんど応募がない状況と聞いております。今後、教員、児童生徒ともに、身体の保

護・育成に関する意識を向上させていく施策が必要と考えております。 

 

○障がい者スポーツの振興について 

 障がい者スポーツからは、障害を苦にしない前向きな姿勢など学べることが多いため、例

えば、各学校で車椅子バスケットボールや視覚障害者によるグランドソフトボールなどを体

験できるよう、また、選手の講演会などを各学校で行うことで、障がい者スポーツの認識を

広めるよう、事業を展開していただきたいと考えております。 
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全体を通しての意見 

○事業等の周知について 

 全体的に事業等の周知をもっと積極的に行うべきであると思います。ホームページや広報に記

載されていても、「そういうところがあったんだ」、「そういう事業があったんだ」で終わってしま

うと思います。周知については、市民に情報が十分伝わるよう、より一層工夫していただきたい

と考えております。 

 

○郷土や故郷などの言葉の使い方について 

学校教育分野では、しばしば「郷土」や「ふるさと」という言葉が出てきます。これらの言葉

は、その言葉の中に情緒があり使いやすいと思います。しかし、これらの言葉は郷土や故郷から

出た人が使う言葉だと思います。例えば「田舎から都会に出て故郷を思う」と言うように使われ

ます。また、郷土と言うのも、ずっとそこに住んでいる人からすると、そこは郷土ではなく地元

であって、その言葉を郷土や故郷と言うのは、外からの目線ばかりを感じてしまいます。外に出

た人たちが、自分の生まれ育った場所を想ったときに使う言葉があまり鮮明に出てくると、郡山

の教育の根本は「外に出ることを前提とした教育」と解釈されてしまわないかと危惧しています。

一般的によく使われる言葉でありますが、ここには民俗に関する学問的で根本的な問題が底辺に

あると思います。容易に代替語が見つからないため難しいですが、検討が必要かと考えておりま

す。 

 

○分野の変更について 

スポーツに関する事務が市長部局へ移管されたことに伴って、教育委員会で所管するスポーツ

分野がほとんどないのが現状であるため、分野を「スポーツ」から「体育・スポーツ」のように

変更すべきではないかと思います。そのようにすれば、食育やドラッグや交通安全など、施策の

幅が拡がるので、今後、教育振興基本計画を策定する際に是非検討していただきたいと考えてお

ります。 
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４ 各事業の点検・評価 

本項では、前項に係る事業を含め、平成 28年度中に実施した事業ごとの点検、評価結果についてまと

めました。 

Ⅰ 学校教育  
 

「基本施策１ 学校教育の推進」 

 

事 業 名 学校保健体育指導事業 担当所属 学校管理課 

目  的 学校体育資料作成委員会及び学校保健資料作成委員会で作成した教材資料を各学校に配布

し、指導（授業）の充実を図る。 

事業内容 学校体育・保健の指導は、統一された教材が無く、指導が難しい。そこで、パソコン等の視

聴覚教材を活用し分かりやすく指導するため、教材用の消耗品を購入。また、資料作成に係

る委員会開催時の委員旅費を支給する。 

評  価 学校保健体育指導事業については、これまでも計画通り事業を推進している。学校教育指導

の充実を図るためには事業の継続が不可欠であることから、継続して実施する。 

事 業 に 

係  る 

主な指標 

委員会で作成された資料の数（単位：部） 

 
年 度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 

計画値 ４ ５ ５ 

実 績 ４ ７ ６ 

方 向 性 継続 

備  考 市立小学校 57校、市立中学校 28校 

 

事 業 名 小中学生の体力向上推進事業 担当所属 学校管理課 

目  的 東京電力福島第一原子力発電所の事故後の児童生徒の体力・運動能力等を継続的に把握し、

小中学生の体力向上に努める。 

事業内容 小学１年生から中学３年生の全児童生徒を対象に体力・運動能力等のテストを実施する。（小

学校：握力、上体起こし、長座体前屈、反復横とび、50ｍ走、立ち幅とび、20ｍシャトルラ

ン、ソフトボール投げ 中学校：握力、上体起こし、長座体前屈、反復横とび、50ｍ走、立

ち幅とび、持久走、ハンドボール投げ） 

評  価 震災前の数値には戻っていないこと、及び、全国平均との比較をみると全体的に下回ってお

り、全学年とも底上げが必要であることから継続が必要である。 

事 業 に 

係  る 

主な指標 

小学校５年生の体力運動能力調査結果（単位：点） 中学校２年生の体力運動能力調査結果（単位：点） 

年 度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 年 度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 

計画値 54.4 54.5 54.7 計画値 45.2 45.4 45.7 

実 績 53.7 54.3 54.2 実 績 43.8 42.6 43.8 

方 向 性 継続 

備  考 平成 28年度運動能力調査 全国平均 小学校５年生 54.73点、中学校２年生 45.71点 
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事 業 名 心のハーモニー学校音楽振興事業 担当所属 学校教育推進課 

目  的 児童生徒の音楽性や表現力の向上を図り、豊かな感性を育成する。 

事業内容 「心のハーモニー学校音楽指導員」を中心に、市内小・中・高校の指導者の連携を図る。ま

た、児童生徒の表現力や音楽性の向上、豊かな感性を育成するために、直接児童生徒の指導

に当たる教職員の研修を行い、更なる指導力の向上を図る。 

評  価 音楽都市郡山として、児童生徒の音楽性の向上に努めている中、多くの参加者を得ることが

でき、個々の技術のみならず各小中学校及び市全体の音楽性の向上に繋がっている。また、

各種コンクールにおける、すばらしい演奏発表に繋がっているとともに、全国大会において

も優秀な成績を収めることができた。今後も交流事業等を継続し、児童生徒の音楽性の向上

や心の教育の充実に努める。 

事 業 に 

係  る 

主な指標 

講習会等の参加者数（単位：人） 

 
年 度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 

計画値 2,500 2,500 2,500 

実 績 2,741 2,815 2,500 

方 向 性 継続 

備  考 
主な成績 ①第 69 回全日本合唱コンクール全国大会中学校部門混声・同声合唱 金賞 文部科学大臣賞 郡山第五中学校 

     ②日本学校合奏コンクール 2016 全国大会グランドコンテスト 中学校の部（管弦楽） 金賞 文部科学大臣賞 郡山第二中学校  

 

事 業 名 小中学校英語教育推進事業 担当所属 学校教育推進課 

目  的 小学校１年時より英語教育を教科として位置づけ、小中９年間を見通した英語教育を展開す

る。また英語の授業だけでなく、日常的に英語を話したり聞いたりすることで、より高度な

コミュニケーション能力や国際人としての感覚を磨き、21世紀を担う国際人として活躍しう

る人材を育成する。 

事業内容 小学校において英語表現科を導入し、臨時教員免許を持つ語学指導外国人を小中学校に派遣

する。 

評  価 教育課程特例校による小学校１年生からの英語教育の実施、全小中学校への語学指導外国人

の派遣による聞くこと、話すことを中心とした指導の充実により、市内児童生徒の英語力向

上が図られている。中学３年生全員を対象に実施した英検IBAでは、国が目標とする中学校卒

業段階で英検３級以上を50％にするという目標を上回る結果が示された。 

事 業 に 

係  る 

主な指標 

中学校３年生で英語検定３級以上に相当する

学力を持つ生徒の割合（単位：％） 

 年 度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 

計画値 - 50 50 

実 績 - 60 53 

方 向 性 継続 

備  考  
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事 業 名 教育内容・方法の充実事業（郷土を学ぶ体験学習事業）  担当所属 学校教育推進課 

目  的 次代を担う子どもたちに、郷土の歴史や文化を体験する活動を通して、郷土の誇りと郷土を

愛する心を育てる。 

事業内容 各学校の児童生徒の既習の学習内容や実態に応じて、貸切バスを利用して郡山市内の文化的

施設や歴史的な施設を見学学習する。 

評  価 次代を担う子どもたちに、郷土の歴史や文化を体験する活動を通して、郷土の誇りと郷土を

愛する心を育てることができている。また、郷土を学ぶ体験活動資料は、体験活動だけでな

く、社会科の授業等にも活用される有効な資料となっている。そして、資料作成に関しては、

担当する教員の研修、社会科教員のリーダー養成的な意味として意義が高い。 

事 業 に 

係  る 

主な指標 

郷土を学ぶ体験学習資料（小学校版）の作成（単位：回） 郷土を学ぶ体験学習資料（中学校版）の作成（単位：回） 

年 度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 年 度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 

計画値 ０ １ ０ 計画値 １ ０ １ 

実 績 ０ １ ０ 実 績 １ ０ １ 

方 向 性 継続 

備  考  

 

事 業 名 学力向上支援事業 担当所属 学校教育推進課 

目  的 市立小中学校児童生徒の学力の実態とその変容を知ることにより、児童生徒一人ひとりに対応

した「確かな学力の育成」を図る。 

事業内容 全国学力テスト等の結果分析及び検討結果に基づき、教科の課題克服に向けた取り組みを行

う。 

評  価 平成28年度の全国学力・学習状況調査結果は小学校全教科、中学校国語Ａ国語Ｂでおおむね全

国平均と同程度であったが、中学数学Ａ数学Ｂでは全国平均を下回った。その結果に基づいた

分析と課題克服のための取り組みを検討し、市内小中学校に周知した。また、学力向上全体会

議を開催して、小中連携して算数・数学の共通の課題を共有し、強化する領域や単元等を次年

度の教育課程に位置付けて、９年間のつながりを意識しながら、小中一貫して授業改善等の学

力向上に努めている。 

事 業 に 

係  る 

主な指標 

全国学力・学習状況調査結果（平均正答率）（単位：％） 

 小学校６年生 中学校３年生 

教科 
国語 国語 算数 算数 国語 国語 数学 数学 

Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ａ Ｂ 

全国 72.9 57.8 77.6 47.2 75.6 66.5 62.2 44.1 

市 73.1 58.2 77.6 46.8 75.2 65.7 59.2 41.0 

方 向 性 継続 

備  考  
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事 業 名 小中学校特別支援教育派遣事業 担当所属 学校教育推進課 

目  的 特別支援学校適等の障がいの重い児童生徒の在籍増加に伴う特別支援教育補助員の配置によ

り、個に応じたきめ細かな指導や、不登校や生徒指導など個別対応が求められる生徒の増加

に伴う学校生活支援員の配置により学習指導体制の充実を図る。 

事業内容 小中学校の障がいの重い自閉症児や知的障がい児が在籍する特別支援学級やＡＤＨＤ、肢体

不自由児等の学習指導の向上及び中学校の生徒指導を側面から支援し、生徒指導の問題点の

早期解決を図る。 

評  価 個別の対応が求められる児童生徒に対して、学習･生活面を支援する特別支援教育補助員を配

置することにより、児童生徒の個性に応じたきめ細かな指導を行うことが出来た。特別な支

援を要する児童生徒は増加傾向にあるため、今後も継続して事業を実施する。 

事 業 に 

係  る 

主な指標 

特別支援学級数に対する支援員の配置率（単位：％） 

 
年 度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 

計画値 100 100 100 

実 績 89 80 72 

方 向 性 継続 

備  考  

 

 
事 業 名 鳥取・郡山 小中学生夏季研修交流事業 担当所属 学校教育推進課 

目  的 鳥取市の小中学生と本市の小中学生が交流し、姉妹都市である両市の親交を深める。また、

市内の観光や体験学習も併せて実施し、本市についての見聞を広めてもらう。 

事業内容 鳥取市と本市の小中学生が、一年ごとに相互訪問し、交流事業を行う。 

評  価 小学６年生が、１年ごとに郡山市、鳥取市を相互訪問し、両市内の施設、史跡等の見学や体

験学習を通して、姉妹都市としての身近なつながりを実感させることができている。今後も

未来志向の姉妹都市交流を図ることにより、次代を担う小学生の交流を促進していく。 

事 業 に 

係  る 

主な指標 

交流人口（参加児童生徒数）（単位：人） 研修報告会参加人数（単位：人） 

年 度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 年 度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 

計画値 43 48 40 計画値 17,697 17,353 16,639 

実 績 42 43 40 実 績 17,235 16,960 16,643 

方 向 性 継続 

備  考  
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事 業 名 新聞活用事業 担当所属 学校教育推進課 

目  的 本市学校教育における学力向上に向け、言語活動の充実を図るため、郡山市立小中学校に新

聞活用実践校を設置し、新聞を活用した教育活動を実践する。 

事業内容 郡山市立小中学校から新聞を活用した教育活動の実践を希望する学校を募り、実践校を決定

する。各実践校は、様々な教育活動において、新聞を有効活用するための方策と計画を考え

る。各実践校は、計画に基づき、新聞を活用した学習活動を実践する。各実践校での取り組

み状況を、自校や市教育研修センターのウェブサイト等で公開し、その成果を共有する。 

評  価 市内の全小中学校が、本事業に取り組んだ。児童生徒の読解力や思考力、判断力、表現力等

の向上につながった。次年度以降も、全小中学校が新聞活用事業に参加できるようにし、さ

らなる高度情報化社会を生き抜く児童生徒の育成を図る。 

事 業 に 

係  る 

主な指標 

新聞活用事業実践校数（単位：校） 

 
年 度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 

計画値 15 15 85 

実 績 10 12 85 

方 向 性 継続 

備  考  

 

事 業 名 教育研修に関する事業（教職員スキルアップ事業） 担当所属 教育研修センター 

目  的 教科等における専門的知識を培うとともに、児童生徒理解を深め、専門職としての実践的指

導力を高め、教職員としての資質能力を高める。 

事業内容 基本研修、職能研修、専門研修、校内研修支援、自己研修支援を行う。独立行政法人教員研

修センター主催の中央研修に教員を派遣する。 

評  価 研修会参加者数が、近年4,000人を超えている。教職員の積極的な参加があり、その成果を児

童生徒への指導に役立てているところである。また、各講座の終了後には満足度調査を行っ

ており、満足度は毎回ほぼ100％である。このことから、本事業を継続して実施していく。 

事 業 に 

係  る 

主な指標 

研修会参加者数（単位：人） 

 
年 度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 

計画値 4,364 4,000 4,000 

実 績 4,342 4,838 4,806 

方 向 性 継続 

備  考  
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事 業 名 教師塾・授業づくりサポート事業 担当所属 教育研修センター 

目  的 授業、学級経営等の基礎的な指導力の向上を図るとともに、教員として必要な実践的指導力

を高める。各校の共同研究が充実するよう、専門的な知識を習得させる。指導に課題意識を

もつ教員に対しての支援を行い、指導力を向上させる。 

事業内容 教員の授業、学級経営の充実を図るための自主的研修のサポートを行う。各校の共同研究推

進のためのサポートを行う。 

評  価 教師塾・授業づくりサポート事業については、学校や教員のニーズに応じて、支援が必要な

全ての学校・教員に対応しており、教職員の指導力向上と教育相談体制の充実を図る効果を

上げており、継続して事業を実施していく。 

事 業 に 

係  る 

主な指標 

研修会の参加人数（単位：人） 

 
年 度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 

計画値 300 300 300 

実 績 198 257 253 

方 向 性 継続 

備  考  

 
事 業 名 放射線教育サポート事業 担当所属 教育研修センター 

目  的 子どもたちを放射線から守るプロジェクトの一環として、学校における放射線教育を推進し、

児童生徒に放射線の正しい知識を身につけさせる。 

事業内容 授業で活用できる教材・ワークシートを開発する。また、授業事例の研修会や希望する学校

への出前研修を行う。 

評  価 平成24年度の開始以降、毎年1,000名を超える参加者（児童生徒、保護者）がおり、放射線に

関する正しい知識を身に付けてきた。継続して実施することにより、郡山市民の安心・安全

な生活に寄与する。 

事 業 に 

係  る 

主な指標 

放射線セミナー参加者数（単位：人） 

 
年 度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 

計画値 1,500 1,500 1,500 

実 績 2,812 1,476 1,842 

方 向 性 継続 

備  考  
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事 業 名  適応指導事業 担当所属 総合教育支援センター 

目  的 不登校をはじめとする様々な悩みや問題行動の改善、学校生活への適応を支援する。 

事業内容 総合教育支援センター内の各担当の機能を生かして、家庭・学校・地域の教育力向上のため

に総合的な支援を展開していく。 

評  価 児童生徒の問題行動が多様化したため、諸問題の未然防止、早期発見・早期対応が求められ

ており、教育相談事業が重要視されている。今後も支援センターとしての機能の充実を図っ

ていきたい。また、不登校をはじめとした学校不適応児童生徒への対応は、学校だけでは困

難な面が多く、今後も適応指導教室での学習支援、体験活動の提供を継続していく。 

事 業 に 

係  る 

主な指標 

適応指導教室において改善が図られた児童生

徒の割合（単位：％） 

通級教室から学校に復帰した児童生徒数（単

位：人） 

年 度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 年 度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 

計画値 100 100 100 計画値 - - - 

実 績 100 100 100 実 績 26 ８ 24 

方 向 性 継続 

備  考  

 

事 業 名 スクールカウンセラー配置事業 担当所属 総合教育支援センター 

目  的 スクールカウンセラー（ＳＣ）及びスクールソーシャルワーカー（ＳＳＷ）が学校や関係機

関と連携しながら、不登校をはじめとする様々な悩みや問題行動、児童虐待や家庭の経済問

題等の改善にあたり、児童生徒の学校生活への適応を支援する。また、スーパーバイザー（Ｓ

Ｖ）によるＳＣ及びＳＳＷへの指導助言を行い、専門性の向上を図る。 

事業内容 ＳＣについては、県配置事業と連携しながら、市内全小中学校への配置を行う。また、児童

生徒及びその保護者の心のケアや子どもの養育環境整備、学習支援等に資するため、ＳＳＷ

及び巡回型ＳＣ、ＳＶを配置する。 

評  価 県配置事業と連携しながら、市内全小中学校へＳＣの配置、さらにＳＳＷ及びＳＶの配置に

より、不登校・いじめ等の未然防止、児童生徒の問題行動の改善、教職員や関係機関との連

携による組織的な支援体制の強化に成果を上げていることから、今後も継続して実施する。

また、認定スクールカウンセラー事業についても、専門性向上のための研修機会の確保を継

続していく。 

事 業 に 

係  る 

主な指標 

市単独スクールカウンセラー配置校１校あた

りの相談件数（単位：件） 

市単独スクールカウンセラー配置校の不登校

出現率（単位：％） 

年 度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 年 度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 

計画値 200 200 200 計画値 0.16 0.20 0.20 

実 績 180 175 163 実 績 0.48 0.41 0.35 

方 向 性  継続 

備  考  
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「基本施策２ 教育環境の充実」 

 

事 業 名 小中学校施設増改築事業 担当所属 総務課 

目  的 校舎増改築による教室不足の解消を図るともに、屋内運動場増改築による耐震性の確保を図

る。また、児童生徒の健康増進と体力向上のため、老朽化した学校プール施設の整備を図る。 

事業内容 復興住宅の整備状況や学区内の児童生徒数の推移等を注視しながら、教室不足を解消するた

め、校舎増築を行う。老朽化や著しい破損等により改修が必要となった屋内運動場、学校プ

ール施設を改築する。 

評  価 教室不足の解消、校舎及び屋内運動場等の老朽化対策や耐震性の確保のため実施している事

業であり、今後についても必要性を見極めながら、計画的に事業を推進する必要がある。 

事 業 に 

係  る 

主な指標 

校舎増改築実施済校数（延べ）（単位：校） 屋内運動場増改築事業実施済校数（延べ）（単位：校） 

年 度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 年 度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 

計画値 22 24 25 計画値 24 24 24 

実 績 23 24 25 実 績 24 24 24 

方 向 性 継続 

備  考  

 

事 業 名 小中学校長寿命化改修事業 担当所属 総務課 

目  的 耐震性及び施設利用上の利便性を確保する。 

事業内容 老朽化対策工事を行う。 

評  価 建築年度が古い学校が多いことから、老朽化対策を進めていく必要があるが、施設の適正規

模・適正配置を踏まえ、厳しい財政状況下で持続可能な維持管理を図る観点から、改築主体

の老朽化対策から施設の長寿命化を図るための改修にシフトしていく必要がある。 

事 業 に 

係  る 

主な指標 

大規模改造事業実施済の校舎の比率（単位：％） 

 
年 度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 

計画値 67.0 89.0 100 

実 績 67.0 89.0 100 

方 向 性 継続 

備  考  

 



- 49 - 

 

事 業 名 小中学校耐震補強事業 担当所属 総務課 

目  的 校舎及び屋内運動場の耐震性を確保する。 

事業内容 耐震補強工事を行う。 

評  価 災害時の避難施設であり、できるだけ早期に耐震化が完了するよう計画的に事業を進める必

要がある。 

事 業 に 

係  る 

主な指標 

耐震補強事業実施済校舎の比率（単位：％） 耐震補強事業実施済屋内運動場の比率（単位：％） 

年 度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 年 度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 

計画値 64.0 92.0 100.0 計画値 - 41.0 74.0 

実 績 85.0 94.0 100.0 実 績 - 41.0 74.0 

方 向 性 継続 

備  考 校舎耐震化率 100％（Ｈ28年度）、屋内運動場耐震化率 100％（Ｈ29年度予定） 

 

事 業 名 小中学校施設環境整備事業 担当所属 総務課 

目  的 児童生徒が快適な学校生活を送れるよう老朽化施設を改修し、教育環境の充実を図るととも

に、児童生徒の健康増進及び体力向上を助長するために、小中学校校庭整備及び遊具の整備

を図る。 

事業内容 学校施設の老朽化による機能低下、破損等について改修を行う。プール・給食設備・トイレ・

保健室は年次計画を立てて順次改修を進め、その他の箇所は緊急度・必要性を一件ずつ審査

し、優先度の高いものから改修するとともに、老朽化施設の中規模改修を行う。また、校庭

について、土質改良、暗渠設置、芝生の敷設及び勾配の適正化等を実施する。併せて、遊具

の点検及び修繕に努める。 

評  価 子どもたちの安全確保と教育環境の向上の視点から各所改修及びリフレッシュ事業について

は継続していく必要があるが、校庭整備については除染作業による除去土壌等が埋設されて

いるため、一時休止している。 

事 業 に 

係  る 

主な指標 

各所改修済件数（延べ）（単位：件） 外壁等リフレッシュ事業実施済校数（延べ）（単位：校） 

年 度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 年 度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 

計画値 564 652 680 計画値 29 30 32 

実 績 584 652 680 実 績 29 30 32 

方 向 性 継続 

備  考  
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事 業 名 小中学校理科教育設備整備事業 担当所属 学校管理課 

目  的 理科教育では近年、観察・実験活動を通じて思考力・判断力・表現力等を育成する学習が重

要視されていることから、理科設備の環境整備を行い理科教育の充実を図る。 

事業内容 国の補助事業を活用し、理科教育設備整備費等補助金交付要綱の設備基準に基づく重点設備

を中心に、理科教育設備の充実を図る。 

評  価 理科教育設備整備等補助金交付要綱に定める設備等の現有率が、依然として低く、今後も整

備を進める必要があることから、継続とした。 

事 業 に 

係  る 

主な指標 

理科教育振興法設備基準に対する現有率（小

学校）（単位：％） 

理科教育振興法設備基準に対する現有率（中

学校）（単位：％） 

年 度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 年 度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 

計画値 42.4 42.4 42.4 計画値 37.0 37.0 37.0 

実 績 37.2 37.4 37.8 実 績 31.5 32.2 32.8 

方 向 性 継続 

備  考  

 

事 業 名 通学路放射線量マップ作成事業 担当所属 学校管理課 

目  的 通学路放射線量マップの作成と更新を実施し、保護者や児童生徒の不安解消に努める。 

事業内容 通学路放射線量マップの作成と更新 

評  価 通学路放射線量マップ作成事業については、これまでも計画通り事業を推進している。保護

者や児童生徒の不安解消を図るためには事業の継続が不可欠であることから、継続して実施

する。 

事 業 に 

係  る 

主な指標 

各学校のウェブサイトによるマップ公開実施校数（単位：校） マップの配付（単位：枚） 

年 度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 年 度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 

計画値 89 89 88 計画値 27,000 27,000 27,000 

実 績 89 89 88 実 績 26,778 26,347 26,043 

方 向 性 継続 

備  考  
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事 業 名 小中学校給食放射性物質測定事業 担当所属 学校管理課 

目  的 児童生徒の内部被ばく防止及び保護者等の不安解消を図る 

事業内容 自校給食校 64校及び各給食センターに整備した放射線測定器で給食の事前検査を行う 

評  価 学校給食の食材や給食１食あたりの放射性物質を検査することにより、児童生徒の内部被ば

く防止や保護者の不安解消を図ることができるため、今後も継続して実施する必要がある。 

事 業 に 

係  る 

主な指標 

基準値を超えた給食を提供した回数（単位：回） 検査実施回数（単位：回） 

年 度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 年 度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 

計画値 ０ ０ ０ 計画値 180 180 180 

実 績 ０ ０ ０ 実 績 180 180 180 

方 向 性 継続 

備  考  

 

事 業 名 小中学校教育環境整備事業 担当所属 学校管理課 

目  的 放送機器やピアノ等、その購入に多額の費用がかかるものについて、計画的に更新する必要

のあるもの、緊急の状況により更新しなければならないもの等、必要性を勘案し、修繕や更

新等の備品管理を行うことにより、小中学校における教育環境の維持・充実を図る。 

事業内容 ピアノ更新、放送機器更新、耐火金庫更新、特別教室机椅子等更新、教卓更新、学校図書の

廃棄・選定の管理、図書や書架等の備品整理等を行う。 

評  価 少子高齢化により、対象となる児童数は年々減少しているが、児童生徒が教育を受ける環境

を整えることは不可欠であり、継続して事業を実施する必要がある。 

事 業 に 

係  る 

主な指標 

教育環境が向上した学校数（電話機ほか）（単位：校） 教育環境が向上した学校数（教卓）（単位：校） 

年 度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 年 度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 

計画値 84 57 60 計画値 12 12 12 

実 績 75 64 58 実 績 18 15 18 

方 向 性 継続 

備  考  

 



- 52 - 

 

事 業 名 児童生徒安全安心推進事業 担当所属 学校教育推進課 

目  的 不審者による声かけ事案等が増加傾向にある現状を鑑み、教育委員会として、学校と地域社

会及び関係機関との連携を図り、不審者による児童生徒の被害事故の未然防止を図り、児童

生徒の安全を確保する。また、通学路の安全性の向上を図る。 

事業内容 中学校ごとに地域の関係機関や関係団体の協力のもと「見守り隊」を立ち上げ、児童生徒の

健全育成と併せて安全確保や被害事故防止に努める。また、児童生徒へ防犯ブザーを配付し、

被害事故の未然防止を図るとともに、保護者を含めた防犯意識の高揚を図っていく。また、

通学路交通安全推進協議会、同協議会作業部会を設置し、通学路のより一層の安全を図る。 

評  価 市内の全小学校の新入生に防犯ブザーを配布した。また、防犯ブザーを用いた防犯教室を実

施し、事故の未然防止を図った。不審者警戒ステッカーの配布により地域全体で児童生徒の

安全確保に努めた。以上の事業を今後も継続し、児童生徒の安全確保に努める。 

事 業 に 

係  る 

主な指標 

防犯教室実施率（単位：％） 不審者による重大な被害事故に繋がる事案件数（単位：件） 

年 度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 年 度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 

計画値 100 100 100 計画値 ０ ０ ０ 

実 績 100 100 100 実 績 ０ ０ ０ 

方 向 性 継続 

備  考  

 

事 業 名 少年サポートチーム推進事業 担当所属 学校教育推進課 

目  的 必要な機関の実務担当者が一堂に会して、問題に対して共通認識を図るとともに、それぞれ

の立場で役割分担を明確にして対応し、問題の迅速な解決を図る。 

事業内容 学校だけでは解決が困難な問題に対して、関係機関が役割分担し、迅速に対応し解決を図る。 

評  価 ケース会議については、いずれも緊急に対応しなくてはならない事案であったが、急な出席

要請にも各関係機関が迅速に対応し、会議を開催することができた。今後、ケース会議開催

に際して、参加要請する関係機関についてのガイドラインを作成するとともに、ケース会議

後、各関係機関の取組による効果について共通理解とその変容状況によるさらなる対応策を

協議する場を設けていけるように改善を図っていく。 

事 業 に 

係  る 

主な指標 

会議の出席者数（単位：人） 事案の数（単位：件） 

年 度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 年 度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 

計画値 144 50 50 計画値 ０ ０ ０ 

実 績 106 72 108 実 績 ３ ４ ７ 

方 向 性 継続 

備  考  
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事 業 名 複式学級解消事業 担当所属 学校教育推進課 

目  的 該当複式学級の小学校に市単独で非常勤講師を配置し、それぞれの学年毎にきめ細かな学習

指導の充実を図り、基礎学力の向上を図る。 

事業内容 ２つの学年を合わせた児童数が県教委の定める一定の基準以下の場合に、１つの学級として

編制される複式学級の該当小学校に市単独で非常勤講師を配置する。 

評  価 県から複式学級解消のための講師が配置されなかった複式学級のある小学校全てに、市が雇

用する非常勤講師を配置することにより、きめ細やかな指導の充実を図ることができた。小

規模校が増加しているため、今後も継続して事業を実施し、一人ひとりの学力の向上と個性

の伸長を図る。 

事 業 に 

係  る 

主な指標 

複式学級解消率（単位：％） 

 
年 度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 

計画値 100 100 100 

実 績 100 100 100 

方 向 性 継続 

備  考  

 

事 業 名  スーパーティーチャー（教科専門員）派遣事業 担当所属 学校教育推進課 

目  的 教科に精通している職員がいない学校にスーパーティーチャー（小学校の理科、体育、中学

校の美術、技術、家庭科の専門員）を派遣し、学習指導の充実を図る。 

事業内容 該当小中学校に市単独で非常勤嘱託職員を配置 

評  価 小学校の理科、体育、中学校の美術、技術、家庭科で教科に精通している教員がいない学校

に、市単独でスーパーティーチャー（教科専門員）を年間を通して派遣し、より専門的な知

識や技術の指導を効果的に行うことが出来た。小規模校が増加しているため、今後も継続し

て実施し、教育環境の整備を図る。 

事 業 に 

係  る 

主な指標 

派遣学校数（単位：校） 

 
年 度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 

計画値 16 16 19 

実 績 16 16 19 

方 向 性 継続 

備  考  
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事 業 名 通学路等の交通安全確保事業 担当所属 学校教育推進課 

目  的 学校敷地内で児童生徒を巻き込むような交通事故の絶無を図る。また、通学路の危険箇所に

安全対策を実施することにより、通学路の安全を確保する。 

事業内容 敷地内については、児童生徒の動線と車両の動線が交錯しないよう、車止めや注意看板を設

置する。通学路については、道路管理者、警察、学校、地域の関係団体が合同で安全点検を

実施し、安全対策を検討するとともに、それぞれの組織が可能な安全対策を実施する。 

評  価 市内の通学路について、道路管理者、警察、学校関係者、地域の交通安全関係団体等ととも

に、57箇所の合同点検を実施した。合同点検後は直ちに点検者による対策会議を開催し、必

要な安全対策を協議した。その後、関係機関がそれぞれの役割に応じて実施可能な対策を順

次行った。 

事 業 に 

係  る 

主な指標 

登下校中の事故数（単位：件） 学校敷地内における事故数（単位：件） 

年 度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 年 度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 

計画値 ０ ０ ０ 計画値 ０ ０ ０ 

実 績 17 18 23 実 績 ０ ０ ０ 

方 向 性 継続 

備  考  

 

事 業 名 いじめ防止等啓発事業 担当所属 学校教育推進課 

目  的 相手の人格を無視し、精神的、物理的暴力を行ういじめは許されない行為であることを、道

徳教育の中で徹底して指導し、いじめ防止を図る。また、いじめやその他の原因によって不

登校となる児童生徒がなくなるようにする。 

事業内容 いじめ防止のリーフレット等を配付し、総合的な学習の時間等においていじめ防止の指導を

行うとともに、いじめ防止を呼びかけるポスターを活用し、常にいじめ防止を心がけるよう

啓発する。また、携帯電話の使用に関する注意等のポスターを作成し、学校、家庭における

生活習慣の改善を図る。 

評  価 いじめ防止指導用のリーフレットを作成・配付し、それらを活用したいじめ防止の指導を行

うことにより、いじめを許さないと言う道徳心やいじめを原因とする人間関係のトラブル等

の未然防止につながっている。また、広く周知することにより、学校や家庭、地域等におい

ても生活習慣の改善にもつながっている。 

事 業 に 

係  る 

主な指標 

ポスター活用学校数（単位：校） 

 
年 度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 

計画値 86 86 85 

実 績 86 86 85 

方 向 性 継続 

備  考 市内私立小学校及び中学校にも配付 
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事 業 名 地域を生かした教育環境パワーアップ事業 担当所属 学校教育推進課 

目  的 学校と地域が繋がりを深め、地域住民による「地域の学校」づくりを目指すことにより、「ま

ちづくりの基本は人づくり」の理念を具現化し、学校、家庭、地域が一体となって子どもを

育てる活動を推進する。 

事業内容 団塊世代の退職者、退職教員等の有資格者等の様々な仕事・特技を持つ学校支援活動に参加

する意欲ある地域住民と既存の社会教育施設等が一体となって事業を推進する。 

評  価 専門的な知識や技能を有する地域住民等の民間の方々と教員との協同授業を通して、日常の

授業の一層の充実が図られた。その結果、児童生徒の学習内容の理解の深まりと学習意欲の

向上が図られた。また、土曜日や長期休業中等に、地域住民や大学生等の協力を得て、公民

館等の公共施設で、希望者への学習支援や体験活動支援を行い、多くの児童生徒が学ぶ喜び

を味わい、学習意欲が向上した。 

事 業 に 

係  る 

主な指標 

事業参加者数（単位：人） 

 
年 度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 

計画値 27,000 31,000 31,000 

実 績 30,346 33,226 35,945 

方 向 性  継続 

備  考  

 

事 業 名 未来を拓く教育の情報化推進事業 担当所属 教育研修センター 

目  的 市立小中学校の児童生徒がコンピュータやインターネットを使い、情報活用能力を高める。

授業に効果的に活用し、授業改善を図る。 

事業内容 各教科のソフトウェアの充実を図るとともに、パソコン等の活用環境を整える。各校のコン

ピュータ関連の問い合わせ等に対応するＩＴヘルパーを教育研修センター内に設置する。 

評  価 中学校のタブレット端末活用状況は良好であり、2020年度の改訂指導要領の達成に向け、着

実に歩みを進めることができている。小学校のICT機器の台数の割合が中学校と比して大幅に

少ないため、追加整備する必要がある。タブレット端末単独機の整備を図り、2020年度から

実施される改訂学習指導要領に対応できるようにする必要がある。 

事 業 に 

係  る 

主な指標 

学校校務用パソコンを活用した授業を実施し

ている学校の割合（単位：％） 
ＩＴヘルパー対応回数（単位：回） 

年 度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 年 度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 

計画値 - 100 100 計画値 1,000 1,600 1,600 

実 績 - 100 100 実 績 1,601 2,927 2,658 

方 向 性 拡充 

備  考  
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事 業 名 あんしん給食・食育推進元気アップ事業 担当所属 学校管理課 

目  的 セーフコミュニティにおけるセーフスクールとして、市費栄養士が、食物アレルギー対応、

栄養管理、衛生管理等を行い、安全・安心な学校給食を提供します。また、子どもが望まし

い食習慣や食に関する適切な知識を身につけ、生涯にわたり健康な心身を培うため食育指導

を行い、児童生徒の食育の推進を図る。 

事業内容 市費栄養士を教育委員会に配置、県費栄養職員未配置校を巡回する。 

評  価 市費栄養士を配置し、県費栄養士未配置校を巡回することで、安全・安心な学校給食を提供

することができるため、今後も継続して実施する必要がある。 

事 業 に 

係  る 

主な指標 

給食指導回数（単位：回） 

 
年 度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 

計画値 - - - 

実 績 - - 278 

方 向 性 継続 

備  考  
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Ⅱ 生涯学習 
 

「基本施策１ 家庭教育の推進」 

 

事 業 名 家庭教育充実事業 担当所属 生涯学習課 

目  的 家庭教育に関する学習の機会と情報を提供することによって、保護者等が子どもたちの発達

段階に応じた行動や考え方を理解し、子どもたちの健全な人格形成や子どもたちを取り巻く

環境の改善を促進する。 

事業内容 家庭教育の学習機会を提供する。１家庭教育学習会を開催する。２家庭教育講演会を開催す

る。３就学前子育て講座を市内全市立小学校の就学前健康診断または入学説明会の際に開催

する。４企業を支える親学び講座を開催する。５子育て応援事業を開催する。 

評  価 本事業は、家庭・学校・地域の連携を図る事業として必要とされており、今後さらに相互交

流の機会提供や家庭・地域の教育力の向上を図るため継続して実施していく。 

事 業 に 

係  る 

主な指標 

市民対象講演会への参加人数（単位：人） 家庭教育学級参加者数（延べ）（単位：人） 

年 度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 年 度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 

計画値 3,800 3,800 3,000 計画値 17,000 17,000 17,000 

実 績 2,998 2,839 2,860 実 績 12,981 17,282 15,494 

方 向 性 継続 

備  考  

 

事 業 名 地域のびのび子育て支援事業 担当所属 中央公民館 

目  的 地域子育てリーダーの育成を図る。小さな子を持つ親の不安軽減を図り子育て環境の醸成を

図る。 

事業内容 子育てサポーター（活動支援者）の設置。子育てサポーター研修会の実施。中央公民館に「の

びのび子育て広場」、「はやママサロン」を開設する。中央公民館託児室及び地区・地域公

民館のスペースを開放する。 

評  価 のびのび子育て広場は、広場数を増設してもなお抽選になるほど応募が多く、子育てに対す

る住民のニーズは高く、参加者の満足度も高い。代替事業もないため継続していく。スペー

ス開放事業に関しても、参加者は増加傾向にあり、より多くの方の子育て支援を目指し、周

知等による更なる定着を目指す。 

事 業 に 

係  る 

主な指標 

サポーター会議参加率（単位：％） のびのび子育て広場参加組数（単位：組） 

年 度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 年 度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 

計画値 100 100 100 計画値 600 740 1,000 

実 績 84.0 84.0 81.6 実 績 479 733 845 

方 向 性 継続 

備  考  
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事 業 名 幼保小連携推進事業 担当所属 総合教育支援センター 

目  的 教育・保育内容の相互理解により、発達の連続性を踏まえた指導と支援ができる。職員同士

の交流による連携・協力が、保育・教育現場での幼児期から児童期への円滑な接続につなが

る。 

事業内容 幼・保・小合同研修会。授業と保育の相互参観。 

評  価 合同研修会と相互参観を実施し、幼稚園・保育所(園)・小学校の連携を推進することにより

各施設間の相互理解が進み、就学前後の円滑な接続を図ることができた。また、「郡山市版

スタートカリキュラム」をもとに、小学校のスタートカリキュラムの位置づけをし、実践し

ている。「郡山市版幼児期運動実践プログラム」の活用を図るように幼稚園・保育所(園)・

小学校に働きかけている。 

事 業 に 

係  る 

主な指標 

幼保小合同研修会参加者数（単位：人） 相互参観参加者数（単位：人） 

年 度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 年 度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 

計画値 650 650 650 計画値 650 650 650 

実 績 496 479 401 実 績 587 465 424 

方 向 性 継続 

備  考  
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「基本施策２ 青少年の健全育成」 

 

事 業 名 成人のつどい開催事業 担当所属 生涯学習課 

目  的 大人になったことを自覚し、自ら生き抜こうとする新成人を祝い励ますとともに、互いに祝

福しあい、夢と希望を語り合うつどいの場として郡山市成人のつどいを開催する。 

事業内容 式典とアトラクションを実施する。記念品、成人証書を配布する。 

評  価 新成人を祝い励ますとともに、自主性や社会性を持った地域社会の一員として自覚を促す事

業であり、人生の節目として認知され参加率も高いことから継続して実施する。なお、事業

の企画内容については、新成人に近い年齢層の企画委員を募集し、若いニーズを取り入れな

がら実施していく。 

事 業 に 

係  る 

主な指標 

参加人数（単位：人） 参加率（単位：％） 

年 度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 年 度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 

計画値 2,902 2,880 2,757 計画値 75.0 75.0 75.0 

実 績 2,798 2,785 2,778 実 績 72.3 72.5 75.6 

方 向 性 継続 

備  考  

 

事 業 名 のびのび！親子体験事業 担当所属 生涯学習課 

目  的 屋外活動を制限されている子どもたちが、週末や夏休み期間中に恵まれた自然環境の中で安

心して学ぶことができるよう、湖南地区で宿泊体験活動を行う。 

事業内容 少年湖畔の村を無料開放する。また、週末や夏休み期間に体験プログラムを実施する。 

評  価 事業プログラムの内容も充実し、開催が定着しているが、震災からの復興が進む状況もある

ことから、事業趣旨や手法の見直しを行うなど精査し、湖畔の村の効率的、効果的な事業と

してシフトする必要がある。 

事 業 に 

係  る 

主な指標 

体験プログラムへの参加者数（単位：人） 事業への参加者数（単位：人） 

年 度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 年 度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 

計画値 560 760 760 計画値 5,000 5,000 5,000 

実 績 420 637 743 実 績 3,380 4,505 5,966 

方 向 性 改善 

備  考  
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事 業 名 勤労青少年ホーム事業 担当所属 勤労青少年ホーム 

目  的 学習を通じ、何事にもチャレンジする精神を養うとともに、心も身体も健康で美しく楽しく

毎日を送り、仲間づくりやグループの活動の楽しさを学習させることにより、人とのふれあ

いを通じて交流を図る。 

事業内容 勤労青少年に対し、各種講座やサークルの組織づくり支援事業を行い、そのための広報を行

う。 

評  価 平成27年度と比較すると受講者数は減少したが、出席率は27年度よりも高く、勤労青少年を

対象とした事業の必要性は認められる。また、景気低迷等による職場での福利厚生の施策も

減少していることから、継続して実施する。 

事 業 に 

係  る 

主な指標 

講座受講者数（延べ）（単位：人） 

 
年 度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 

計画値 - 1,100 1,100 

実 績 - 1,114 960 

方 向 性 継続 

備  考 平成 25年度、平成 26年度は中央公民館（勤労青少年ホーム）の再建のため、事業未実施 

 

事 業 名 地域子ども教室事業 担当所属 こども未来課 

目  的 放課後、小学生児童を対象に、安心・安全な居場所を設けるとともに、地域住民や様々な人

材の協力を得て、学習活動や体験活動等を実施することで、次代を担う児童の健全育成を図

る。 

事業内容 ・市内各小学校に放課後児童の居場所を確保する。・地域の参画を得て、有償ボランティアの

協力により、児童の学習活動・体験活動・交流活動等を支援する。 

評  価 湖南小、熱海小、根木屋小の３校での運営及び安子島小、三和小、御代田小の３校の新規開

設を行い、児童の放課後の居場所の確保、活動環境向上に取組んだ。また、地域の協力体制

の整った高倉小において、平成29年度開所に向けて整備を行った。今後も、放課後の児童の

安心・安全な居場所の確保のニーズは高まると予想されることから、放課後児童クラブとの

整合性を図りながら、既存施設の運営及び新規開設を図る。 

事 業 に 

係  る 

主な指標 

地域子ども教室参加児童数（単位：人） 

 
年 度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 

計画値 80 80 80 

実 績 83 83 157 

方 向 性 拡充 

備  考  
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「基本施策３ 生涯学習の推進」 

 

事 業 名 生涯学習支援事業 担当所属 生涯学習課 

目  的 生涯学習の情報と市政の学習機会を提供することによって、市民の生涯学習の機会の確保を

図る。 

事業内容 「生涯学習きらめきバンク」を設置し、冊子と市ウェブサイトで情報を提供する。「市政き

らめき出前講座」として、市職員がいつでもどこでも講師として出向く。 

評  価 市民ニーズに合ったメニューの追加や広報活動の充実を図る。 

事 業 に 

係  る 

主な指標 

生涯学習きらめきバンク「達人先生」活動件数（単位：件） 市政きらめき出前講座申込み件数（単位：件） 

年 度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 年 度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 

計画値 3,000 3,000 3,000 計画値 250 250 300 

実 績 2,598 2,824 3,062 実 績 218 277 261 

方 向 性 継続 

備  考  

 

事 業 名 明るいまちづくり事業 担当所属 生涯学習課 

目  的 明るいまちづくりのための運動を推進するとともに、コミュニティ活動の活性化の促進及び

住民主体のコミュニティ活動の推進を図る。 

事業内容 明るいまちづくり推進委員会協議会へ負担金 5,910千円交付するほか、花いっぱい運動の推

進、危険箇所への表示板の設置を行う。 

評  価 花いっぱい運動や危険箇所の調査等を通し、住民主体のコミュニティ活動の推進が図られて

いる。また、東日本大震災の経験を得たことにより、まちづくりへの取組みが活性化してい

ることから、手段の見直し等の精査を行いながら今後も継続して実施する。 

事 業 に 

係  る 

主な指標 

花いっぱいコンクール参加団体（単位：団体） 花苗配付数（単位：本） 

年 度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 年 度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 

計画値 300 300 300 計画値 9,000 9,000 9,000 

実 績 308 305 300 実 績 9,000 9,000 9,000 

方 向 性 継続 

備  考  
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事 業 名 地区・地域公民館の定期講座等開催事業 担当所属 生涯学習課 

目  的 子どもから高齢者までの各世代の学習ニーズに応じた各種講座等の開催により、市民の自主

的な生涯学習活動及び地域に根ざした学習活動を支援する。 

事業内容 市内39の地区・地域公民館において、青少年の健全育成や高齢者の生きがいづくりなど、市

民の多様な学習ニーズに対応する定期講座等を開設する。また、学習ニーズによる教養的な

講座だけではなく、地域コミュニティの核となる人材育成や世代間交流などの事業を実施し、

生涯学習の推進とともに、地域づくりの推進を図る。 

評  価 市内39公民館で特色があり、地域貢献を意識した講座を行うことで、地域活性化を促す取組

みが各地で展開されている。今後は、地域ごとの事業量や必要性・役割を精査しながら効率

的でバランスの取れた事業運営を図っていく。 

事 業 に 

係  る 

主な指標 

講座受講者数（延べ）（単位：人） 受講者満足度（単位：％） 

年 度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 年 度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 

計画値 23,400 23,400 24,960 計画値 85.0 85.0 100.0 

実 績 19,912 20,629 30,624 実 績 85.0 90.6 93.0 

方 向 性 改善 

備  考  

 

事 業 名 中央公民館の定期講座開催事業 担当所属 中央公民館 

目  的 社会の変化に対応して、日常生活に必要な知識や技能の習得と個人の持つ関心や興味を喚起

させ、自己啓発を図るとともに、集団による基礎的学習の場を設けて学習者の仲間作りを促

進する。 

事業内容 ５月から３月まで、少年対象講座、成人対象講座、女性対象講座、団塊世代対象講座及び子

育て世代の学び講座等、広範な対象年齢を設定して、定期講座を実施する。 

評  価 講座の内容として、「ただ学習する」だけではない講座を目指したことで、受講者満足度の

増加等は見られたものの、受講希望者数は減少した。代替事業はなくニーズはあるため、よ

り効率的な周知方法と受講意欲を喚起させる講座内容を模索し、受講希望者の増加に努めた

い。 

事 業 に 

係  る 

主な指標 

講座受講者数（単位：人） 受講者満足度（単位：％） 

年 度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 年 度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 

計画値 1,300 1,500 1,200 計画値 100 100 100 

実 績 1,236 1,288 984 実 績 85.0 85.0 89.0 

方 向 性 継続 

備  考  
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事 業 名 ＩＣＴ活用啓発事業 担当所属 中央公民館 

目  的 高齢者等にインターネットを利用することによって得られる便利さ、楽しさを気軽に学んで

いただき、ネット環境に親しんでもらう。 

事業内容 タブレットやマイパソコンを使ったインターネット講座を開催する。 

評  価 受講申込みが定員を超えるなど市民のニーズが大きいことに加え、今後も民間や自治体を問

わずインターネットを利用したサービスや情報提供などが増加すると推測され、その重要性

は増していくと思われることから継続して実施する。 

事 業 に 

係  る 

主な指標 

講座の受講者数（単位：人） 

 
年 度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 

計画値 - 90 90 

実 績 - 84 83 

方 向 性 継続 

備  考 当事業は平成 27年度より実施。 

 

事 業 名 子ども読書活動推進事業 担当所属 中央図書館 

目  的 子どもの読書活動の推進に関し、基本理念を定め、並びに国及び地方公共団体の責務等を明

らかにするとともに、子どもの読書活動の推進に関する必要な事項を定めることにより、子

どもの読書活動の推進に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、もって子どもの健やかな

成長に資する。 

事業内容 計画に基づく読書活動を推進する。学校配本、おはなし会。 

評  価 おはなし会については、休館により参加者数が減少したものの、１回あたりの参加者数は昨

年度比でほぼ横ばいにあり、市民ニーズも高いことから継続して実施する。また、学校配本

については、近くに図書館がない学校にさらに利用されるよう、制度の周知を図るため、ニ

ーズ調査を実施した。地域間の公平性の観点から事業の必要があり、子どもの自主的な読書

活動を推進するためには、「家庭・地域・学校」を通じて社会全体で取り組むことが重要で

あることから継続して実施する。 

事 業 に 

係  る 

主な指標 

学校等への配本冊数（単位：冊） おはなし会の参加人数（単位：人） 

年 度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 年 度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 

計画値 16,000 16,000 8,000 計画値 6,000 6,000 5,000 

実 績 12,000 8,200 4,200 実 績 3,236 3,407 3,145 

方 向 性 継続 

備  考  
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事 業 名 生涯学習職員研修事業 担当所属 生涯学習課 

目  的 公民館関係職員の専門知識や技術の向上により、公民館活動が活性化し、住民連携による地

域活動を促進する。 

事業内容 ①知識及び技術習得の研修会を開催する。②マニュアルを作成し、活用する。③国・県の専

門職員育成研修に職員を積極的に派遣する。 

評  価 ワークショップや先進事例研究を取り入れた研修を実施し、国等の主催する研修会にも積極

的に職員を派遣した。今後も継続して研修を行い、職員の資質向上を図る。 

事 業 に 

係  る 

主な指標 

業務マニュアルの作成（単位：回） 研修会参加者数（単位：人） 

年 度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 年 度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 

計画値 - ２ ２ 計画値 - 595 595 

実 績 ２ ２ ２ 実 績 ０ 525 572 

方 向 性 継続 

備  考  

 

事 業 名 図書館デジタルアーカイブ事業 担当所属 中央図書館 

目  的 利用が制限されていた貴重資料をデジタル化し、データの保存を行い併せてホームページに

公開する。 

事業内容 中央図書館で所蔵している貴重資料、郷土資料のデジタル化を行う。 

評  価 ホームページへの公開をまだ行っていないが、予定していた資料のデジタル化は終了するこ

とができた。 

事 業 に 

係  る 

主な指標 

システムのアクセス数（単位：件） 

 
年 度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 

計画値 - - ０ 

実 績 - - ０ 

方 向 性 継続 

備  考  
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Ⅲ 文化 
 

「基本施策１ 文化財の保存と活用」 

 

事 業 名 守山城跡史跡整備事業 担当所属 文化振興課 

目  的 市内で石垣を持つ城館は守山城跡だけであり、貴重な歴史的遺産であることから、保存・整

備するとともに、大安場古墳など東部地域の文化遺産とネットワークを結ぶことにより、市

民の郡山の歴史に対する理解を図る。 

事業内容 二ノ丸、石垣、空堀部分及びその周辺を一体として整備する。 

評  価 本丸及び公有化した二ノ丸部分とその周囲について、保存及び活用のため必要な措置を講じ

ることを目的として郡山市指定史跡に指定した。本市の歴史を理解する上で、重要な遺跡で

あることから、文化財保護審議会からの答申に基づき、今後も継続して保存及び整備計画の

検討を進める。 

事 業 に 

係  る 

主な指標 

用地取得（延べ）（単位：㎡） 用地取得率（単位：％） 

年 度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 年 度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 

計画値 ０ 6,206 ０ 計画値 ０ 100 ０ 

実 績 ０ 6,206 ０ 実 績 ０ 100 ０ 

方 向 性 継続 

備  考  

 

事 業 名 歴史資料保存整備事業 担当所属 文化振興課 

目  的 歴史的に価値の高い古文書を筆耕するとともに、目録が作成されていない古文書の整理作業

を実施し、市民の閲覧に供する。また、発掘調査の出土品の整理及び未報告遺跡の報告書刊

行により、貴重な資料の保存と活用を図る。 

事業内容 専門家及び業者に委託して、歴史資料館及び開成館で所蔵する古文書の筆耕や整理作業を行

う。 

評  価 郡山市歴史資料保存整備検討委員会報告書に基づき、新たに考古資料整備活用業務及び民俗

資料収納庫燻蒸業務を実施した。本市の貴重な歴史資料を後世に継承していくため、適正な

保存と活用を継続して実施する。 

事 業 に 

係  る 

主な指標 

歴史資料館入館者数（単位：人） 古文書翻刻済枚数（延べ）（単位：枚） 

年 度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 年 度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 

計画値 5,000 5,000 5,000 計画値 89,216 89,216 89,216 

実 績 5,111 5,959 4,697 実 績 35,666 39,042 42,444 

方 向 性 継続 

備  考  
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事 業 名 民俗芸能伝承保存事業 担当所属 文化振興課 

目  的 市内に伝承されている指定無形民俗文化財の保存・継承を図るため、各文化財の上演状況を

映像により記録保存を行う。 

事業内容 指定無形民俗文化財の上演状況を映像により記録保存する。 

評  価 少子化により活動を休止している団体もあり、無形民俗芸能の保存伝承が難しくなっている

現状を踏まえ、後世に貴重な無形民俗文化財を継承するためにも、今後も継続して実施する。 

事 業 に 

係  る 

主な指標 

指定無形民俗文化財映像記録保存率（単位：％） 指定無形民俗文化財映像記録数（延べ）（単位：団体数） 

年 度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 年 度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 

計画値 100 100 100 計画値 19 19 19 

実 績 31.6 31.6 36.8 実 績 ６ ６ 7 

方 向 性 継続 

備  考  

 

事 業 名 指定文化財保護事業 担当所属 文化振興課 

目  的 指定文化財の観覧者に、文化財の理解を深めてもらう。指定文化財の保存・活用を図る。指

定文化財の保存団体に対して、保存活動を支援するため奨励金を交付し、指定文化財の保存

と継承を図る。 

事業内容 指定文化財の標識、説明板、案内板の設置や天然記念物の定期診断を行う。指定文化財の所

有者（管理者）が実施する保存・活用事業に対して、指定文化財保護補助金を交付する。奨

励金を交付する。 

評  価 民俗芸能団体においては活動の実施が困難となってきたところもあり、文化財の保存伝承が

難しくなっている現状を踏まえ、本市の貴重な文化財を後世へ継承するため今後も継続して

実施する。 

事 業 に 

係  る 

主な指標 

指定文化財標識・説明版の設置数（延べ）（単位：基） 指定文化財保存活動奨励金交付団体数（単位：団体） 

年 度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 年 度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 

計画値 287 289 291 計画値 34 34 36 

実 績 277 281 281 実 績 33 32 34 

方 向 性 継続 

備  考  
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事 業 名 埋蔵文化財発掘調査事業 担当所属 文化振興課 

目  的 諸開発事業から埋蔵文化財の保存を図るため、試掘調査を実施し、埋蔵文化財の保存措置が

困難な開発対象地については、緊急発掘調査により記録保存を行う。出土遺物については必

要に応じて保存処理を行い、郡山の歴史、文化を理解する貴重な資料として保存、活用を図

る。 

事業内容 試掘調査を実施し、埋蔵文化財の保存措置が困難な開発対象地は、委託により発掘調査を行

い、記録保存を図る。出土遺物は必要に応じて専門業者に委託し、保存処理を行う。文化財

調査研究機関に委託して、出土遺物の展示や市民の学習活動の支援を行う。 

評  価 埋蔵文化財発掘調査や埋蔵文化財等周知業務については、市民からの依頼に対し適切に対応

した。当該事業は、埋蔵文化財発掘後の保護・保存・活用までの一体的な事業であることか

ら継続して実施する。なお、発掘調査による出土品等の整備については、歴史資料保存整備

事業と併せて計画的に行っていく必要がある。 

事 業 に 

係  る 

主な指標 

試掘調査件数（単位：件） 文化財企画展入場者数（単位：人） 

年 度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 年 度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 

計画値 70 70 70 計画値 1,000 1,000 1,000 

実 績 77 85 121 実 績 951 889 687 

方 向 性 継続 

備  考  

 

事 業 名 （仮称）公文書・歴史情報館施設整備事業 担当所属 文化振興課 

目  的 施設整備により、郡山市の豊かな地域性や歴史への理解による郷土愛の醸成を図るとともに、

次世代への公文書を含めた歴史資料継承体制を整える。 

事業内容 （仮称）郡山市公文書・歴史情報館について、有識者懇談会等の意見や財政状況を鑑みなが

ら整備を検討する。 

評  価 歴史資料館の老朽化や市内施設における歴史資料保存環境の不足に加え、公文書管理法の施

行による公文書管理体制の整備が求められることから、（仮称）郡山市公文書・歴史情報館

基本構想案を策定し、施設整備に向け検討を継続する。 

事 業 に 

係  る 

主な指標 

（仮称）郡山市公文書・歴史情報館基本構想

草案作成（単位：％） 

 年 度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 

計画値 - - 100 

実 績 - - 100 

方 向 性 継続 

備  考  
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「基本施策２ 文化芸術活動の推進」 

 

事 業 名 こころに響くハーモニー事業 ～四季の風コンサート～ 担当所属 中央公民館 

目  的 若手音楽家の発掘、育成と公会堂の有効活用、さらに「音楽都市こおりやま」のイメージの

定着を図る。 

事業内容 郡山市ゆかりの若手音楽家による気軽に参加できるコンサートを実施する。 

評  価 計画通り事業を実施し、アンケート調査の結果からも参加者の満足度が高く、人数も常に100

名を超えている。また、出演者からも技術向上への意欲や地元で演奏できることの喜び等の

回答が得られており、「若手音楽家の育成や公会堂の利活用」、「音楽都市こおりやま」の

イメージ向上に寄与していることから、今後も継続して実施する。 

事 業 に 

係  る 

主な指標 

コンサート参加者数（延べ）（単位：人） 若手音楽家の参加者数（延べ）（単位：人） 

年 度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 年 度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 

計画値 800 800 800 計画値 16 16 16 

実 績 520 1,280 930 実 績 16 22 24 

方 向 性 継続 

備  考  

 

事 業 名 美術館展覧会等活動推進事業 担当所属 美術館 

目  的 優れた美術品に接する場と機会の提供により、市民の文化的生活の充実と向上を図る 

事業内容 ・優れた美術品の鑑賞機会の拡充・市民の美術に関する学習機会の拡充・展覧会の開催（常

設展４期、企画展５～６回）・教育普及事業（美術講座等の開催、美術文化の情報提供） 

評  価 それぞれの指標が計画値や前年度の実績を上回っており、また郡山地域に同様同等の事業を

行う施設がないため、継続すべき事業と判断する。また、条例により観覧料として受益者負

担を徴しているが、対象の公平性については十分に担保されている。 

事 業 に 

係  る 

主な指標 

企画展の観覧者数（単位：人） 常設展の観覧者数（単位：人） 

年 度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 年 度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 

計画値 50,000 50,000 50,000 計画値 20,000 20,000 20,000 

実 績 43,312 50,890 55,952 実 績 23,357 31,312 31,564 

方 向 性 継続 

備  考  
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Ⅳ スポーツ 

 

「基本施策１ 生涯スポーツ・レクリエーションの振興」 

 

事 業 名 学校保健体育指導事業【再掲】 担当所属 学校管理課 

目  的 学校体育資料作成委員会及び学校保健資料作成委員会で作成した教材資料を各学校に配布

し、指導（授業）の充実を図る。 

事業内容 学校体育・保健の指導は、統一された教材が無く、指導が難しい。そこで、パソコン等の視

聴覚教材を活用し分かりやすく指導するため、教材用の消耗品を購入。また、資料作成に係

る委員会開催時の委員旅費を支給する。 

評  価 学校保健体育指導事業については、これまでも計画通り事業を推進している。学校教育指導

の充実を図るためには事業の継続が不可欠であることから、継続して実施する。 

事 業 に 

係  る 

主な指標 

委員会で作成された資料の数（単位：部） 

 
年 度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 

計画値 ４ ５ ５ 

実 績 ４ ７ ６ 

方 向 性 継続 

備  考 市立小学校 57校、市立中学校 28校 

 

事 業 名 小中学生の体力向上推進事業【再掲】 担当所属 学校管理課 

目  的 東京電力福島第一原子力発電所の事故後の児童・生徒の体力・運動能力等を継続的に把握し、

小中学生の体力向上に努める。 

事業内容 小学１年生から中学３年生の全児童・生徒を対象に体力・運動能力等のテストを実施する。（小

学校：握力、上体起こし、長座体前屈、反復横とび、50ｍ走、立ち幅とび、20ｍシャトルラ

ン、ソフトボール投げ 中学校：握力、上体起こし、長座体前屈、反復横とび、50ｍ走、立

ち幅とび、持久走、ハンドボール投げ） 

評  価 震災前の数値には戻っていないこと、及び、全国平均との比較をみると全体的に下回ってお

り、全学年とも底上げが必要であることから継続が必要である。 

事 業 に 

係  る 

主な指標 

小学校５年生の体力運動能力調査結果（単位：点） 中学校２年生の体力運動能力調査結果（単位：点） 

年 度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 年 度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 

計画値 54.4 54.5 54.7 計画値 45.2 45.4 45.7 

実 績 53.7 54.3 54.2 実 績 43.8 42.6 43.8 

方 向 性 継続 

備  考 平成 28年度運動能力調査 全国平均 小学校５年生 54.73点、中学校２年生 45.71点 
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